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1.1 本研究の背景 

冬期間(11 月～翌 3 月)，ドライバーに安全安心で快適な走行環境を提供するため，

冬期路面管理は重要な役割を果たしている．NEXCO 東日本が管理する高速道路の

管理延長約 3,943km の中で約 2,500km が積雪寒冷地域に指定されており，冬期の円

滑な交通の確保は重要な課題である．このため，図 1.1 に示すように冬期交通確保

するためにドライバー，交通警察隊および道路管理者が相互に協力し，それぞれの

立場で 善の努力・様々な対策を行っている．冬期間における安全かつ確実な交通

を確保するために，NEXCO 東日本では大別して，雪氷処理作業・気象および路面

情報収集・防雪対策・広報の四つの雪氷対策を行っている．雪の多い北海道で，時

として生活路線ともなる高速道路を安心・安全・快適に走れる状態に保つことが重

要である． 

 

 

 

  

 
情報板，ハイウェイラジオ 
VICS，インターネット 

道路管理者 
（NEXCO） 

交通警察隊 
（交通管理者） 

斜面の雪崩対策 

吹雪・地吹雪対策 

融雪施設 

広報 

交通規制 

交通規則の遵守 

情報の把握 

ドライバー 

機械除雪作業 

凍結防止剤散布作業 

相互協力 

スタッドレスタイヤの装着 

防雪対策 

気象および路面情報収集 
気象観測局のデータ 

CCTV 映像 

道路気象予測 

雪氷巡回の道路巡回報告書 

雪氷処理作業 

図 1.1 高速道路における冬期交通確保

冬期の 

交通確保 
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1.2 北海道の気象特性 

1.2.1 世界各国の人口と降雪量 

冬期間の北海道における気象特性１）は，国内で比べると冬の訪れが早く，気温が

氷点下となる期間および降雪期間が長い．降雪量の合計値は地域により大きく異な

るが，札幌では 630 ㎝， 大積雪深は 100 ㎝程度，2 月の平均気温は-3.5℃である．

図 1.2 に示すように，世界的に人口 100 万を超える大都市がこのような低温で多量

降雪地域に存在するのは極めて異例である．このような環境の中，北海道の高速道

路での円滑な冬期交通を確保するには，効率的で効果的な雪氷対策が不可欠な状況

である． 

 
1.2.2 北海道の気象特性 

 北海道の天候は，北海道は太平洋，日本海，オホーツク海の特性の異なる三つの

海に囲まれていることや，大雪山系や日高山脈などの地形により，地域によって大

きく異なる気候特性を持っている．北極や大陸からの寒気の影響を強く受ける冬期

は，日本海側で曇りや雪の日が多く，太平洋側では晴れの日が多くなり，オホーツ

ク海側はその中間的な特徴を持っている．冬の北海道で大雪となるのは，冬型の気

圧配置，収束線，小さな低気圧，発達した低気圧のおおよそ 4 つのパターンで，そ

れぞれ以下のような特徴を有している． 

① 冬型の気圧配置 

西に高気圧，東に低気圧で日本付近は等圧線が込んでいることから，北西の風お

よび寒気が流れ込み，日本海側で雪または雨，太平洋側では晴天といった天気をも

たらす．日本海付近で等圧線がくの字型に曲がる「里雪型」と，日本付近で等圧線

が平行になる「山雪型」とに細分される． 

②収束線 

石狩湾は暑寒別岳や手稲山など 1,000m 級の山に囲まれている．雪氷期は西高東

【中国】瀋陽 
人口：約 720 万人 

降雪量：49 ㎝ 

【カナダ】ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ 
人口：約 100 万人 

降雪量：215 ㎝ 

【ｵｰｽﾄﾗﾘｱ】ｳｨｰﾝ 
人口：約 160 万人 

降雪量：172 ㎝ 

【ロシア】ｻﾝｸﾄﾍﾟﾃﾙﾌﾞﾙｸ 
人口：約 160 万人 

降雪量：172 ㎝ 

札幌 
人口：約 190 万人 

降雪量：630 ㎝ 

図 1.2 世界各国の人口と降雪量 
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低の冬型気圧配置となることが多く，これらの山を避けるように，石狩湾上で北西

と西北西の風がぶつかり（収束），ライン上に発達した雪雲，石狩湾収束線（以降，

収束線）が発生する．収束線が発生すると，道央圏（岩見沢，旭川）に局地的な大

雪をもたらす． 

③小さな低気圧 

北海道では，冬型の気圧配置が緩み始めると，北海道の西海上に小さな低気圧が

発生する．小さな低気圧は，低気圧の南側から西側にかけて等圧線が非常に混み合

い，風が強まり雪雲も発達する．この低気圧が陸上に進入すると局地的な大雪や暴

風雪となることがある． 

④発達した低気圧 

発達した低気圧は，低気圧の位置で大雪となる地域が変わる．山岳に吹き付ける

風が大きく関係し，等圧線の混み合った箇所を中心に風が強まり，猛吹雪となるこ

とがある．北海道を発達した低気圧が通ると，特定の地域で記録的な大雪と暴風雪

となる． 

 図 1.3 に示すように，各年度の気圧配置の発生状況を把握することで，各年度の

北海道の気象特性を把握することができる．2014 年度は，小さな低気圧の発生回数

が多かったため，太平洋側で降雪が多くなった．2015 年度は，収束線の発生回数が

多かったため，日本海側で降雪が多くなり，札幌や帯広でドカ雪をもたらした．2016

年度は，発達した低気圧の影響で札幌から苫小牧にかけて記録的な大雪となるケー

スがあった．2017 年度は，発達した低気圧の影響で北海道各地で大雪となった．2018

年度は，冬期の気圧配置が多かったため，岩見沢付近，道東道西部区間の降雪が多

かった．北海道では，年に冬型の気圧配置となることが 50 回程度あり，発達した低

気圧の通過は 20 回を超える．その他に収束線や小さな低気圧の影響があり，冬期間

は非常に厳しい気性条件下にある．図 1.4 に各年度の冬期間における平均気温を，

図 1.5 に累計降雪量を示す．表 1.1 に図 1.3～1.5 の内容をまとめ，各年度の気象配

置・累計降雪量・気温の傾向を示した． 
 

 
図 1.3 各年度の気圧配置の発生状況 
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(a) 2014 年度 (b) 2015 年度 

(d) 2017 年度 (c) 2016 年度 

図 1.4 各年度の冬期間(11 月～翌 3 月)における平均気温 

(e) 2018 年度 (f) 平年値 
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(b) 2015 年度 

(d) 2017 年度 (c) 2016 年度 

図 1.5 各年度の冬期間(11 月～翌 3 月)における累計降雪量 

(c) 2018 年度 (f) 平年値 

(a) 2014 年度 



7 
 

表 1.1 各年度の北海道の気象特性 

年度 項目 気象特性 

2014 

気圧配置 
・平年よりも冬型の気圧配置や収束線が発生した回数は少なかった． 
・平年よりも小さな低気圧が発生した回数は増加した． 

累計降雪量 ・平年よりも日本海側で少なく，太平洋側で多かった． 

気温 ・平年よりも全道的に暖冬であった． 

2015 

気圧配置 
・平年よりも冬型の気圧配置や収束線が発生した回数が多かった． 
・発達した低気圧がたびたび接近し，大荒れ（記録的な大雪）の日があっ

た． 

累計降雪量 

・平年よりも日本海側で多く，太平洋側で少なかった． 
・11 月に札幌では 62 年ぶりに，帯広では 68 年ぶりに積雪 40cm 超を記

録した．しかし，12 月に札幌では 47 年ぶりに 9 日間連続で最高気温 5℃

以上を記録したため，ドカ雪による積雪がゼロになった．  
気温 ・平年よりも全道的に気温が高く暖冬であった． 

2016 

気圧配置 
・平年よりも冬型の気圧配置が発生した回数が多かった． 
・平年よりも収束線や小さな低気圧の気圧配置が発生した回数が少なか

った． 

累計降雪量 
・平年よりも札幌～苫小牧の降雪量が多かった． 
・例年であれば北海道の北を進む低気圧や本州太平洋沖を進む低気圧

が北海道の南岸を通過し，記録的な大雪となるケースがあった． 

気温 
・10 月～12 月は，平年よりも負偏差の領域や偏西風の蛇行により，北か

らの強い寒気が北海道付近へ流れ込み低温となるケースがあった． 
・平年よりも全道的に低温傾向であった． 

2017 

気圧配置 
・平年よりも発達した低気圧（「日本海低気圧」，「津軽海峡低気圧」，「二

つ玉低気圧」）の発生した回数が多かった． 

累計降雪量 

・12 月は日本海を低気圧が通り，その後，西寄りの季節風が流入したた

め旭川や室蘭などで大雪となった． 
・1 月以降は津軽海峡や太平洋側を低気圧が通り，苫小牧や帯広管内で

大雪となった．このため，全道的に降雪量が多くなる地域が多く，季節風と

低気圧の両方の影響を受けた室蘭では特に降雪量が多かった． 

気温 
・平年よりも低温であったが，3 月に高温となったため，値は平年値並みと

なった． 

2018 

気圧配置 

・12 月～2 月中旬は冬型の気圧配置となり，暴風雪や大雪となる日が多

かった． 
・平年よりも発達した低気圧（「日本海低気圧」，「津軽海峡低気圧」，「二

つ玉低気圧」）が減少した．これにより，太平洋側でのまとまった降雪は少

なく，特に帯広や苫小牧で降雪量が少なかった． 
・平年よりも冬型の気圧配置が多く，旭川や岩見沢などの日本海側は平

年に近い降雪量となった． 
・気圧の谷の通過は平年より多く，局所的な降雪が多くなった． 

累計降雪量 
・風向が西北西となったため，雪雲が入りやすい岩見沢付近，道東道西部

区間などでは，平年より降雪量が多かった．その他は全般に少なかった． 
・平年に比べまとまった降雪となる時期は遅めとなった． 

気温 ・平年並みかやや高めであった． 
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1.3 労働人口の変化 

我が国の人口は，1967 年に 1 億人を突破し，1971 年から 1974 年の第 2 次ベビ

ーブーム期において，年率 1.4％程度の高い人口増加率を示した．しかしその後，

増加率は低下を続け，総人口は 2004 年に 12,779 万人でピークを迎えた．国立社会

保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」，総務省「人口推計

（平成 28 年）」より経済産業省作成の資料によると，それ以降，総人口は長期の減

少過程に入る．2030 年の 1 億 1,522 万人を経て，2046 年には 1 億人を割って 9,938

万人となり，2055 年には，我が国の総人口は 8,993 万人になると推計されている（図

1.6）．生産年齢（15～64 歳）人口は，戦後一貫して増加を続け，1995 年に 8,716 万

人に達したが，その後減少局面に入り，2005 年に 8,409 万人となった．2012 年には 

8,000 万人を割り，2055 年には 4,595 万人になると推計されている．人口の割合は，

2005 年の 66.1％から減少を続け，2020 年に 60.0％となった後，2055 年には 51.1％

となる．老年（65 歳以上）人口は，2005 年の 2,576 万人から，2012 年に 3,000 万人

を上回り，2042 年に 3,863 万人でピークを迎える．その後は一貫した減少に転じ，

2055 年には 3,646 万人になると推計される．人口の割合は，2005 年の 20.2％から，

2013 年に 25.2％，2035 年に 33.7％に，2055 年には 40.5％，すなわち 2.5 人に 1 人

が老年人口となると推計されている． 

一方，NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速道路では，毎冬期 1,000 名を超え

る雪氷体制を構築している．現在，前述した人口構造の変化により，実際に熟練運

転手や運転助手など機械除雪作業や凍結防止剤散布作業の担い手確保が困難にな

り始めた．今後，熟練オペレータが減少していくことが予想され，現在のサービス

レベルを落とすことなく，かつ，少ない人員での作業が余儀なくされる． 
 

 
図 1.6 将来人口および生産年齢人口比率の予想 

※出典：2050年までの経済社会の構造変化と政策課題について（平成30年9月 経済産業省） 
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1.4 北海道の高速道路における冬期路面管理 

1.4.1 通行止量と累計降雪量 

北海道の人口は，約 530 万人である．北海道は日本の北方に位置し面積が広く都

市が点在した広域分散型社会を形成している．北海道の政治・経済の中心的都市は

札幌であり，札幌市の人口は約 197 万人である．北海道の都市人口が も多い札幌

市と主要都市間を連絡する高速道路は，道民の社会・経済活動において必要不可欠

なものとなっている． 

北海道の高速道路 2）は，1971 年 12 月に開通し，48 年が経過した 2019 年 12 月時

点で 719.9 ㎞供用され，通行量は，約 20 万台／日である．冬期間の降積雪は，通行

止めや事故，交通の妨げの原因となり，冬期間の通行止めは，2008 年度から 2012 年

度の 5 年度の平均で約 54,850km・h 発生している（図 1.7）．お客様へのサービス向

上，料金収入確保の観点から，通行止めを限りなく 0 に近づける必要がある． 

 

 
図 1.7 通行止量 

 

  

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

2008 2009 2010 2011 2012

(km・h) 

通行止量(km・h)



10 
 

1.4.2 雪氷処理作業 

雪氷対策の目的は，「事故が起きないよう，できるかぎり通行止めにしないよう，

冬期間における安全かつ確実な交通の確保」である．雪氷対策の中でも重要なのは，

可能な限り雪氷障害の程度を小さくすること，そして，雪氷障害の期間を短くする

ことを目的とした雪氷処理作業である．雪氷処理作業とは，積雪の除去（除雪）と

氷層の発生防止（路面凍結対策）を行う作業である．これらの雪氷現象および作業

は，再現性が低く時間の経過により状況が変化していくものである．雪氷処理作業

は，冬期間における道路機能確保および回復を目的とした雪氷対策の方策であり，

気象および路面情報収集，防雪対策，広報，交通規制と一体となって実施されるも

のである．雪氷処理作業（図 1.8）は，大別して積雪を除去する機械除雪と氷層の発

生を防止する凍結防止剤散布の二つの作業を行っている．雪氷処理作業の種類は図

1.9 に示す通りである． 

 

 

 

 

図 1.8 雪氷処理作業 

(a) 機械除雪 (b) 凍結防止剤散布 

雪氷処理作業 

  

機械除雪 
○一次除雪（初期作業） 
・新雪除雪：高速道路本線 
○二次除雪（時間経過後の積雪除去） 
・圧雪除雪：高速道路本線 
・拡幅除雪：路肩・連絡施設 
・運搬排雪 

図 1.9 雪氷処理作業の種類 

道路の機能回復 道路機能低下の抑制 

  

凍結防止剤散布 
○凍結防止剤の積込み 
○凍結防止剤の散布 
（初期作業・時間経過後（追加））

・固形剤散布 
・溶剤散布 
・湿塩散布 
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1.5 機械除雪 

1.5.1 機械除雪の高度化（マルチ除雪） 

札幌市を横断する高速道路の通行量は約 5 万台／日と も多く，札幌南インター

チェンジ（以降，IC）～札幌西 IC 間 21.9 ㎞（以降，橋梁高架区間）は，図 1.10 に

示すように高架橋に高速道路，高架下は一般国道で構成されている．交通量が も

多く高架下には一般国道，降雪量が多く平均気温が低温なため，除・排雪作業には

特に留意が必要である． 

 

 
 

  

高速道路 

一般国道 

図 1.10 札樽自動車道の橋梁高架区間 
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このような状況にあるため，橋梁高架区間ではマルチ除雪が行われている．通常

除雪（図 1.11(a)）は，路面上に降り積もった雪を，除雪車 3 台と標識車 1 台がチー

ムを組んで除雪を行っている．１番目の除雪車が追越車線から中央へ堆積した雪を

寄せ，２番目の除雪車が中央から走行車線に寄せ，３番目の除雪車が走行車線から

路肩に寄せて除雪している．通常，2 つの IC を往復 1～2 時間ほどかけて作業を行

っている．このため，ランプ除雪を行う際，追越車線や走行車線を除雪する本線の

除雪車 2 台は待機しなければならない．一方，マルチ除雪（図 1.11(b)）は，ランプ

除雪に伴う渋滞を避けるため，通常除雪に比べランプ専用の除雪車 4 台を多く配置

し，除雪車 7 台と標識車 2 台がチームを組んで行っている．このため，マルチ除雪

の際，本線の除雪車は，除雪速度が 30～40 ㎞/h で止まることなく連続して除雪す

ることができ，除雪作業により問題となる渋滞は抑制される． 

 

  

図 1.11 橋梁高架区間の除雪作業 

(a) 通常除雪 

(b) マルチ除雪 

待機 

0～30 ㎞/h 

30～40 ㎞/h 

止まらない 
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1.5.2 機械除雪の高度化（パワー除雪） 

路肩に雪が堆積している場合に想定以上の降雪があったとき，もしくは，5 ㎝/h

以上の降雪が継続したときに除雪作業（図 1.12(a)）を行うと路肩の堆雪スペースが

限界となる．除雪した雪が車線に跳ね返り車線幅員を減少させ，長時間の通行止め

や交通事故誘発の原因となる．このため，路肩の堆雪スペースを確保するため，２

時間を要する通常除雪が終了後，さらに１～２時間要する拡幅除雪を行っている．

しかし，多量降雪時には，通常除雪を優先するため拡幅除雪を行うことが困難であ

る問題が生じていた．そこで，岩見沢等の収束線と言われる 5～30 ㎞の帯状の雪雲

が狭い範囲で，同一箇所を短時間に強い降雪強度で降雪が発生する箇所では，通常

除雪の体制に路肩専用の除雪車を１台追加配備し，路肩専用の除雪車を先行させる

ことで，通常除雪に拡幅除雪を兼ねて行うことができるパワー除雪（図 1.12(b)）を

2013 年度から行っている．パワー除雪により，多量降雪時に路肩の堆雪スペースを

確保することが可能となり，作業時間の短縮と除雪容量のアップを図ることで雪に

よる通行止めの大幅な低減を図っている． 

 

 
図 1.12 多量降雪箇所の除雪作業 

(b) パワー除雪 

(a) 通常除雪 
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1.5.3 機械除雪の高度化後の通行止量と累計降雪量 

図 1.13 に機械除雪の高度化後の通行止量と累計降雪量の関係を示す．2013 年度

にパワー除雪を導入し，各種雪氷対策により，通行止量が大幅に小さくなってきて

いる．冬期間の通行止めの発生は，大きく分けて，路面への降雪・視界不良・路面

凍結の 3 つの原因がある．パワー除雪はこの中で，路面への降雪に伴う通行止量の

低減に貢献している． 

 

 
図 1.13 機械除雪の高度化後の通行止量 
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1.6 凍結防止剤散布 

1.6.1 凍結防止剤散布量 

NEXCO 東日本では，凍結路面の発生を抑制するため，凍結防止剤を散布してい

る 1）．凍結防止や融氷剤として，塩化ナトリウムや塩化カルシウム，塩化マグネシ

ウムなどの塩化物ベースの凍結防止剤は，費用対効果と有用性から一般的に使用さ

れている 2），3）．図 1.14 に 2008～2014 年度までの NEXCO3 社が管理する高速道路

の積雪寒冷地（10 年間平均 大積雪深が 30cm 以上の地域）の延長と凍結防止剤

散布量を示す．積雪寒冷地延長は微増であるが，凍結防止剤散布量は，増加傾向に

ある 4）．一方，NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速道路では，冬期間に約 2.8

万 t の凍結防止剤（主に塩化ナトリウム）を散布している．凍結防止剤の費用は，

図 1.15 に示すように雪氷対策費全体の約 18％を占めており，凍結防止剤散布量を

低減し，道路管理費を縮減することは，重要な課題である． 
 

 

図 1.14 2008～2014 年度の NEXCO3 社が管理する高速道路の積雪寒冷地の延長

と凍結防止剤散布量 

 
図 1.15 2014 年度の NEXCO 東日本北海道支社における雪氷費の内訳 
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1.6.2 凍結防止剤の環境への影響 

凍結防止剤（塩化ナトリウム）による道路構造物への塩害が報告されている 5)，6)．

塩害環境下における橋梁の RC 床版コンクリートは，鉄筋腐食に伴う「浮き・剥離」

や「土砂化」等の劣化が発生しており，損傷が著しい橋梁については，特定更新の

対象となり床版取替工事等が行われている．凍結防止剤散布量を低減し，道路構造

物を延命させることは，喫緊の重要課題である． 

橋梁の変状は，凍結防止剤が主要な原因とされている 7)．伸縮装置，排水管の変

状の大部分が漏水を伴っている．凍結防止剤が溶け込んだ塩化ナトリウム溶液の漏

水により上部工，下部工，支承周辺，検査路等の塩害が著しくなっている．また，

これらの漏水に加え，壁高欄の隙間，上下線の隙間からの漏水や排水管流末不備に

より橋梁が塩害を受けている．さらに，漏水により，下部工天端に滞水し，これが

原因で凍害も発生している．桁端部における伸縮装置や排水管からの漏水のメカニ

ズムを図 1.16 に示す．また，これらによる橋梁の塩化ナトリウム溶液の漏水による

塩害状況を図 1.17 に示す． 

 

図 1.16 桁端部における伸縮装置や排水管からの漏水のメカニズム 

 

①図 1.17(a)伸縮装置 

図 1.17(a)は，伸縮装置からの塩化ナトリウム溶液の漏水による変状である．伸縮

装置自体を激しく劣化させ，さらに，樋の流末処理がなされていないため，図には

示していないが，樋の排水口から流れ出た水が沓座を経由して橋台前面に至り，こ

の部分も劣化させている．  
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②図 1.17(b)壁高欄の隙間 

図 1.17(b)は，壁高欄の隙間から塩化ナトリウム溶液を含んだ路面排水が流れ出

て，張出床版端部が劣化している状況である．塩害により水切り部が剥落し，漏水

が橋梁全体に広がっている．壁高欄のひび割れ防止のために隙間を設ける方法は古

い時代の橋梁にはよく見られた．しかし，ここからの漏水により変状を起こしてい

るケースも少なくない． 

③図 1.17(c)掛け違い部の壁高欄の隙間 

図 1.17(c)は，伸縮装置によって壁高欄が大きく開口しており，ここからの漏水に

より床版や伸縮装置が変状を起こしている．この場合，伸縮装置自体の漏水と判断

されてしまう場合もあるが，隙間を塩化ナトリウム溶液が漏水したことが原因であ

る． 

④図 1.17(d)桁端からの漏水が桁側面に波及 

図 1.17(d)は，張出床版端部には橋軸方向に水切りを付けいる．しかし，桁端部の

橋軸直角方向には水切りは付いていない．伸縮装置で漏水が始まると，この桁端部

から桁側面に波及し床版下面まで漏水が回り込み劣化させている． 

⑤図 1.17(e)鋼橋 RC 床版 

図 1.17(e)は，床版打継目から遊離石灰が漏出し，この付近のコンクリートが大き

く剥離し，剥離していた部分が完全に剥落してしまった．鋼橋 RC 床版は他の構造

部材と比較して薄いため，変状の進行は構造物としての耐久性を損ない易く，その

変状の進行については注意を払う必要がある． 

⑥図 1.17(f)高力ボルト継手 

図 1.17(f)は，鋼橋の高力ボルト継手が局部的に腐食して断面減少している．橋梁

全体としての塗膜は比較的健全ともいえる中での局部腐食である．近接目視を行わ

ない限り見過ごされやすい状況にある．特にトラス橋では継手個所が多く，1 個所

の継手の不具合が橋梁全体の安全性に影響するにも関わらず，検査路による近接目

視の範囲が限られいる．また，一般に桁下高の高いトラス橋は遠望目視では継手部

の腐食は十分に確認できない．目視困難な個所で継手部の腐食が進行している可能

性も考えられ，点検方法には留意が必要であり，早めの塗替が必要な状況である． 
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図 1.17 橋梁の塩化ナトリウム溶液の漏水による塩害状況 

(a) 伸縮装置 (b) 壁高欄の隙間 

(c) 掛け違い部の壁高欄の隙間 (d) 桁端からの漏水が桁側面に波及 

(e) 鋼橋 RC 床版 (f) 高力ボルト継手 
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1.7 冬期における路面状態の客観的な自動計測装置 

路面上に水分がある場合，凍結防止剤を散布することで，凍結温度を下げること

ができる．気象状況や気象予測等による 低温度の凝固点以上の路面の塩分濃度を

保つことで凍結防止が可能となる．北米などの凍結防止剤の散布は，事前散布が一

般的であり，事後散布よりも事前散布の方が路面の摩擦係数の低下を低減すること

ができると報告されている 8），9）．北海道の高速道路においても降雪予測や低温予測，

交通量が増加する朝夕のラッシュ前などに事前散布を行っている．しかし，北海道

は北米等とは気象状況が異なり，降雪頻度が高く昼夜を問わず路面が雪氷で覆われ

る期間が長く，事後散布を行うことが多い 10)．事後散布を効果的で効率的に実施す

るには，冬期における凍結防止剤の効果を維持しつつ，散布前の路面状態を的確か

つ細かい区間別に把握する客観的な自動計測装置の開発が必要である． 

これまで，冬期における路面状態の把握は，定期的に出動する雪氷巡回車に乗車

した連絡員（以降，連絡員）の目視観測によって判別する主観的な手法が行われて

きた．この手法は，天候や時間帯等による路面状態の視認性の問題，判別の難しい

路面状態が存在した場合に連絡員の経験による影響を受けやすいなどの個人差か

ら，定量的な判定が難しいとの課題があり，客観的な自動測定装置が望まれていた
11)．路面状態の自動測定装置には大別して 3 種類ある．1 つ目は，路面に直接接触

し路面状態を判別するタイプである．2 つ目は路面状態をカメラ等で画像認識する

タイプである．3 つ目は路面に直接接触しない非接触のタイプである． 

 

1.7.1 路面に直接接触し路面状態を判別するタイプ 

（1）路面すべり測定車 

 図 1.18 にすべり摩擦係数の測定原理を示す．すべり摩擦係数（μ）は，摩擦力（F ）

と荷重（W ）の比から，式（1）にて求めることができる． 

𝜇 すべり摩擦係数 ＝ 
 𝐹 摩擦力

𝑊 荷重
 

 

図 1.18 すべり摩擦係数の測定原理 

荷重

進行方法 

摩擦力 

制動 

（1） 
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図 1.19 は，道路管理分野における路面のすべり摩擦係数の標準的な計測装置と

して位置付けられている路面すべり測定車である．路面すべり測定車は，車両に測

定輪（第 5 輪）を設置した試験車両である（図 1.19（右））．この装置は，車両を走

行させた状態で測定輪を制動（ロック）させ，一定の荷重（W ）で接地させたまま

一定速度で走行させ，その際に発生する摩擦力（F ）と荷重（W ）の比からすべり

摩擦係数（μ）を求めている．また，その測定方法から LWFT（Locked Wheel Friction 

Tester）と呼ばれている． 

当初，路面すべり測定車は，冬期路面状態の計測ではなく，アスファルト舗装と

コンクリート舗装のすべり摩擦係数の比較など夏期路面（非雪氷路面）を対象に計

測を行ってきた．しかし，道路整備の進展と交通需要の増加などによって，冬期の

雪氷路面のすべり計測に適用されるようになった 12)．美馬ら 13)は，冬期路面管理マ

ニュアル（案）14)で示した路面分類とすべり摩擦係数の関係の測定試験を行った． 

このようなタイヤを制動（ロック）して路面のすべり摩擦を計測する計測装置は，

タイヤを制動した地点での測定であり，場所によって変化する路面の連続すべり摩

擦を測定できない．また，路面すべり測定車を冬期路面状態の計測に用いるために

は，路面すべり測定車の車両に大幅な改良を要する．さらに，全国に十数台しか無

く 15)非常に高価なことから，冬期における路面状態の客観的な自動計測装置として

使用することは困難である． 

 

 

図 1.19 路面すべり測定車（左：測定車，右：測定輪） 
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（2）スリップ率による計測 

走行車両の対路面速度とタイヤの回転速度に差がある場合をスリップ率のある

すべり摩擦状態という 16）．タイヤが自由に路面上を転がっている場合のスリップ率

は 0％で，車輪がロックされた状態はスリップ率 100％となる．スリップ率を利用し

た方式には，スリップ率固定方式の TWO（Traction Watcher One）（図 1.20）等があ

る．TWO の測定輪は 2 輪あり，1 つの車輪がもう 1 つの車輪より遅く回転し，遅く

回転する車輪から発生した抵抗力からすべり摩擦係数を計算する 17）．装置は比較的

安価だが，特殊な専用タイヤを用いるためランニングコストは高価である．牽引式

は装置が大掛かりとなり，安全パトロールが目的の雪氷巡回車には適用できない． 

 

 

図 1.20  Traction Watcher One (TWO) 

 

  



22 
 

（3）連続路面すべり抵抗値測定装置 

連続路面すべり抵抗値測定装置 18)（Continuous Friction Tester:（以下，CFT）（図

1.21）は，フレームに保持された，回転可能な測定輪を牽引する構造となっている．

測定輪には，車両進行方向に対して約 2 度の角度が与えられ，タイヤが回転する際

に発生する横力から路面のすべり抵抗値を測定する（図 1.21(右)）．CFT は，測定輪

に制動をかける必要がなく，走行しながら一般の交通の支障とならずに路面のすべ

り抵抗値を連続して測定することができる．測定に特別な操作（機器操作，制動お

よび走行速度維持等）を必要としないという利点がある．また，測定輪には市販の

タイヤを使用し，装置のウエイトと油圧装置によって一般的な乗用車と同等の圧力

で測定輪を接地させている．さらに，牽引車両には一般的な乗用車より車幅が広い

車両を用いることで，タイヤ部分が多く通過する轍部に測定輪が接地し，轍部分の

路面のすべり易さを計測する構造となっており，実際の車両走行環境に近い条件で

測定することが可能である．CFT によって計測されたすべり抵抗値は，測定輪に掛

かる横力が低いほど（路面がすべり易いほど）低い値になり，横力が高いほど（路

面がすべり難いほど）すべり抵抗値は高い値になる．CFT は 0.1 秒間隔で連続して

すべり抵抗値を測定することが可能であり，CFT を用いることで，路線の路面の滑

り易さの状況を詳細にモニタリングすることが可能となる．アメリカの一部の州と

スウェーデンでも試験的な導入と活用方法の検討がなされている 19）．ほか，徳永ら
20)や高橋ら 21) は，道路パトロールカーなど乗用車で牽引する CFT を用いて一般国

道で計測を行い，冬期路面状態を連続的・定量的に把握できることを示している． 

しかしながら，牽引式は装置が大掛かりとなり，安全パトロールが目的の雪氷巡

回車には適用できない． 

 

 

図 1.21 連続路面すべり抵抗値測定装置（CFT）外観（左）と測定概念図（右） 
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1.7.2 路面状態をカメラ等で画像認識するタイプ 

（1）CCTV カメラの映像から路面状態を画像処理で判定 

国土技術政策総合研究所は，道路利用者の安全確保と道路管理の効率化の観点か

ら，CCTV カメラの映像から路面状態を画像処理で判定する可視画像式路面センサ

の冬期路面管理への活用の可能性について検討を行っている（図 1.22）．これまで，

可視画像式路面センサが路面状態の変化を面的かつリアルタイムに把握でき，道路

管理への展開が可能であることが明らかにされてきた 22)，23)．しかし，これらはCCTV

カメラ等の定置式のシステムであり，車両など移動式への設置が検討されていない．

また，村田ら 24)は，道路管理用の CCTV カメラ画像情報を活用した路面判別技術の

開発に取り組んだ．CCTV カメラの画像情報から，RGB 輝度分析とエントロピー

分析（CCTV カメラ画像をグレイ画像に変換し，白色と黒色の混在度合いを数値化

する分析）を行い，さらに，昼夜の明るさの違いを考慮してバックグラウンド補正

を行って，路面状態を判別する手法である．しかし，RGB 解析を行うため，夜間の

路面判別は，道路照明がある地点のみと限定される．また，本手法も車両など移動

式への設置が検討されていない． 

 

 

 

 

 

 

図 1.22 路面判定イメージ 

 

（2）CCTV カメラの映像から路面状態を画像処理で判定 

図 1.23 に CCTV カメラ等の映像から路面状態を画像処理で判定するイメージを

示す．車両に取り付けた単眼カメラにより路面状態をリアルタイムに把握するシス

テムが提案されている 25)，26)．これらは，路面判別する種類がいくつかに限定され

ており，種類が増えると精度低下が示唆されている．  

 

（A）道路画像     （B）拡散反射          （C）鏡面反射 

図 1.23 路面判定イメージ 

凡例 

■乾燥 

■湿潤 

■水膜 

■積雪 

■圧雪 

■凍結 
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1.7.3 路面に直接接触しない非接触のタイプ 

（1）加速度計 

加速度計による路面のすべり摩擦係数の測定方法は，加速度計を設置した車両に

急制動をかけ，そのときに得られる負の加速度（減速度）を測定することによりす

べり摩擦係数を求める．なお，その測定方法により，減速度計とも呼ばれている．

スウェーデン，ノルウェーおよびフィンランドでは，冬期道路管理における路面の

すべり摩擦係数計測機器として使用されている（図 1.24）27)．加速度計の長所は，

機器が安価であること，設置に関して車両に特別な改造を必要としないこと等であ

る．一方，加速度計の短所は，オペレータおよび車両の違いによる影響を受けるこ

と，データを記録できる機器がほとんどないこと，制動が必要なため交通量の多い

道路での使用に適さないこと，地点での測定であること，道路勾配が測定値に影響

を与えることなどである 17)．武田ら 28)や舟橋ら 29)は，日本の冬期路面管理への導入

可能性を検証した．その結果，加速度計を用いて雪氷路面状態の定量的評価が可能

であるが，車両の急制動を要するため，測定を行うことができる道路条件，交通状

況が限られることを指摘した．このような測定装置を高速道路本線で使用すること

はできない． 

 

 

図 1.24 加速度計 

 

  



25 
 

（2）IR センサによる非接触のタイプ 

IR センサによる非接触のタイプ（以降，非接触路面センサ）が各種製造業者から

開発されている．Patrik ら 30)や中島ら 31)は，水や氷が特定波長の近赤外線を吸収す

る性質を利用して，路面状態判別や摩擦係数を推定可能なことを報告している．

Haavasoja ら 32)による Vaisala DSC111 は，加速度計による計測と比べ高い相関関係

を示す．しかし，切石ら 33)は，連続測定において不規則にタイムラグがあり，氷膜

を測定できないことを指摘した．また，Johan ら 34)は，5 つの異なる非接触路面セン

サ（（a）Vaisala DSC211，（b）Metsense 2DRoad，（c）Teconer RCM411，（d）Metsense 

MetRoadMobile，（e）Lufft MARWIS）について路面状態の判別結果を評価した（図

1.25）．一般的な路面判別アルゴリズムは優れているが，凍結と湿潤の判別には問題

があることを指摘した．非接触路面センサは路面の表面状態を測定する原理のため，

凍結路面の上に水膜があると湿潤と判別することがある．北海道のような温度低下

が顕著な地域においては，凍結防止剤の散布により凍結路面の表面のみ融解し，凍

結路面の上に水膜がある場合の状態が存在することが多い．このように，各々のシ

ステムの課題からいずれの自動測定装置も NEXCO 東日本北海道支社が管理する高

速道路の路面状態判別には適さないと言えた． 

 

 
図 1.25 5 つの異なる非接触路面センサ 

 

  

（a）DSC211 

（d）MARWIS （e）MetRoadMobile 

（c）RCM411（b）2DRoad 
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1.8 本研究の目的 

冬期間，ドライバーに安全安心で快適な走行環境を提供するため，冬期路面管理

は重要な役割を果たしている．NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速道路では，

凍結路面の発生を抑制するため，凍結防止剤を散布している．凍結防止や融氷剤と

して，塩化ナトリウムや塩化カルシウム，塩化マグネシウムなどの塩化物ベースの

凍結防止剤は，費用対効果と有用性から一般的に使用されている．近年，安全への

意識の高まりから冬期間に約 2.8 万 t の凍結防止剤（主に塩化ナトリウム）を散布

している．凍結防止剤の散布量は，増加傾向にある．また，凍結防止剤（塩化ナト

リウム）による道路構造物への塩害が報告され，橋梁の変状は，凍結防止剤が主要

な原因とされている．現在，鋼橋 RC 床版から，より耐久性の高いプレキャスト PC

床版への取替作業が進められている．このような状況の中，凍結防止剤散布量を低

減し道路管理費を縮減することは，喫緊の重要課題である．冬期道路交通の安全を

維持しつつ凍結防止剤の散布を低減するこのような課題は，積雪寒冷地における冬

期道路管理者にとって共通である．このため，凍結防止剤の散布量を低減する様々

な技術開発が世界中でなされてきた．しかし，実際の冬期路面管理おいて実用化に

至った新たな技術はほとんどない． 

本研究では，これら課題を解決するための手段として，冬期道路管理に必要なプ

ロセスを自動化することについて着目し，冬期路面管理を高度化する仕組みを構想

し，具現化（システムを作る）する．具体的には，100m 区間毎に路面状態を自動判

別，次に散布が必要かどうかを判断し，必要な 100m 区間のみに凍結防止剤を自動

散布（以降，100m 区間散布）する仕組みを構築し，冬期における凍結防止剤の効果

を維持しつつ凍結防止剤散布の低減に資する，スマート凍結防止剤散布システムの

開発・運用を行う． 

以上の背景から，本研究の目的は，「冬期間，ドライバーに安全安心で快適な走行

環境を提供しつつ，凍結防止剤散布量を低減する」である． 
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1.9 本研究の構成と内容 

本論文の構成を図 1.26 に示す．本論文は，第 1 章から第 7 章で構成される． 

「第 1 章 序論」では，本研究の背景に関する高速道路における冬期路面管理の

課題をまとめており，研究の目的とともに論文の構成を示している．特に，冬期間

における凍結防止剤散布の重要性やそれに起因する塩害による問題が顕在化した

ことを背景とし，ドライバーに安全安心で快適な走行環境を提供しつつ，凍結防止

剤散布量を低減することを研究目的としたことについて詳細に記述している． 

「第 2 章 既存の凍結防止剤散布方法」では，北海道の高速道路における冬期路

面管理の現状を把握し，既存の凍結防止剤散布方法について整理している．凍結防

止剤散布量を低減するためには，路面状況の把握・判断が重要である．現在の凍結

防止剤散布は，路面状態を目視により評価し，その結果に基づいて実施されている．

目視での路面状態を把握する間隔は，約 5km 区間毎に行っている．この約 5km 区

間の中に乾燥などの散布が不要な路面が含まれていても凍結防止剤を散布してい

る．また，凍結防止剤散布車への凍結防止剤の積込みは，0.5t が 小単位となる．

このため，必要となった凍結防止剤散布量を 0.5t 単位で切上げて積込むため，凍結

防止剤積込量は必要な散布量より多くなる．既存の凍結防止剤散布方法には，安全

と関係の無いところで無駄があり，改善・改良の余地がある．凍結防止剤の散布を

効果的で効率的にするためには，散布前の路面状態を的確かつ細かい区間別に把握

する先進システムの開発が必要であることを示している． 

「第 3 章 自動路面状態判別システム（CAIS）の実用化」では，自動路面状態判

別システム（以降，CAIS）のシステム構成，原理を詳細に示し，実用化へ向けて開

発した機能を示している．1 章で示した課題を解決するための手段として， CAIS

の実用化へ向けた開発が必要と考えた．CAIS は，タイヤ（加速度センサ）が路面に

接地（タイヤの踏込み～タイヤの蹴り出し）しているときの加速度振動波形をセン

シングし，その加速度振動波形の特徴から凍結防止剤散布の判断に必要な 6 つの路

面状態（乾燥，半湿，湿潤，シャーベット，圧雪・凍結，積雪）を 100m 区間毎に

自動判別する仕組みである．高速道路の冬期路面管理で活用するために，2009 年度

から行った様々な改良や機能構築を示している． 

「第 4 章 凍結防止剤最適自動散布システム（ISCOS）の開発」では，2013 年度

に行った凍結防止剤 適自動散布システム（以降，ISCOS）の実現可能性の実地検

証により，CAIS 路面判別結果に応じて凍結防止剤を自動で散布する ISCOS は実現

可能で有用であることを示している．2014 年度に行った ISCOS の試行導入結果で

は，ISCOS による凍結防止剤散布量の低減効果を既存の凍結防止剤散布方法と比較

することで示している．また，凍結防止剤散布量の低減量に基づいた導入計画も示

している．1 章で示した課題を解決するための手段として，3 章で実用化した CAIS

に加え，ISCOS の開発が必要と考えた．ISOCS は 3 つのシステム「CAIS」，「凍結防
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止剤適量積込システム（以降，DD（Divide Device）ホッパー）」，「凍結防止剤自動

散布システム」で構成する．ISCOS は，100m 区間毎に路面状態を自動判別，次に散

布が必要かどうかを判断し，散布が必要な 100m 区間のみに凍結防止剤を自動散布

する仕組みである．一方，既存の凍結防止剤散布方法は，約 5km の区間で凍結防止

剤の散布判断を行っており，この約 5km の区間の中に散布不要な路面が混在してい

ても凍結防止剤を散布する仕組みである．ISCOS では散布不要な 100m 区間では凍

結防止剤を散布しないことから，既存の凍結防止剤散布方法より凍結防止剤の低減

が可能になることを示している．また，DD ホッパーは，0.1t 単位で凍結防止剤を凍

結防止剤散布車に積込むことを目的として開発した（これまでは 0.5t 単位）．凍結

防止剤散布後の凍結防止剤散布車に残った凍結防止剤は，再利用はできなく，0.1t

単位で積込むことから端数となる凍結防止剤を減らせることができ，凍結防止剤散

布量の低減につながることを示している． 

「第 5 章 スマート凍結防止剤散布システムの開発および実用化」では，ISCOS

には 3 つの課題があり，これらの課題を解決するために補完システム開発し，ISCOS

のシステム制御に組入れ，スマート凍結防止剤散布システムとして開発・実用化を

行ったことを示している．当初開発した補完システム（2015 年度版補完システム）

には改良すべきいくつかの点があり，それらの改良点を詳細に示し，改良後である

2018 年度版補完システムによる凍結防止剤の低減効果を定量的に示している．スマ

ート凍結防止剤散布システムの導入は，年々増加し，2018 年度に NEXCO 東日本北

海道支社が管理する高速道路の全ての基地・全ての車両に搭載できた．スマート凍

結防止剤散布システムを実際に使用したときの散布量と既存の凍結防止剤散布方

法を使用したと仮定したときの推定散布量との差から，スマート凍結防止剤散布シ

ステムの運用により凍結防止剤散布量が低減されたことを定量的に明らかにして

いる．加えて，これら凍結防止剤散布量が低減された状況において，冬期における

北海道の高速道路の安全性や快適性が保たれたかどうかについて冬期の事故件数

および走行速度の年変動から明らかにしている．さらに，スマート凍結防止剤散布

システムの導入により，増加傾向にあった凍結防止剤散布量を減少させることがで

きたことを示している． 

「第 6 章 結論」では，本研究の成果として得られた知見をまとめ，今後の課題

を示している．  
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第 1 章 序論 
・研究の背景および目的 
・路面状態の客観的な自動計測装置のレビュー 
・研究の構成と内容 

第 2 章 既存の凍結防止剤散布方法 
・NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速道路における冬期路面管理の現状 
・既存の凍結防止剤散布方法 
・既存の凍結防止剤散布方法の課題抽出 

第 3 章 自動路面状態判別システム（CAIS）の研究開発 
・CAIS のシステム構成 
・CAIS の原理 
・CAIS の実用化へ向けた研究開発 

第 4 章 凍結防止剤最適自動散布システム（ISCOS）の研究開発 
・凍結防止剤適量積込み装置（DD ホッパー）の研究開発 
・凍結防止剤自動散布システムの研究開発 
・ISCOS の実現可能性の実地検証，試行導入，導入計画 
・ISCOS の課題抽出 

第 5 章 スマート凍結防止剤散布システムの構築 
・補完システムの開発，改良 
・改良した補完システムによる凍結防止剤散布量の低減効果 
・スマート凍結防止剤散布システムの導入状況と凍結防止剤の低減量 
・凍結防止剤の低減と安全性や快適性への影響 
・スマート凍結防止剤散布システムによる凍結防止剤散布量の低減効果 

第 6 章 結論 
・本研究の成果 
・今後の課題 

図 1.26 本論文の構成 
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第２章 既存の凍結防止剤散布方法 
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2.1 はじめに 

 図 2.1 に NEXCO 東日本北海道支社が行っている既存の凍結防止剤散布方法のフ

ローを示す．既存の凍結防止剤散布は，STEP1：気象および路面等の情報収集・

STEP2：散布作業実施判断・STEP3：散布作業実施ための準備・STEP4：散布作業の

実施の 4 つの STEP で行われる． 

 

 

 

  

 

 

 

 凍結防止剤散布方法の決定 

雪氷作業判断のための情報 
・道路巡回報告書 
・道路気象予測 
・気象観測等のデータ 
・CCTV 映像 

凍結防止剤散布量の算出 

作業員（凍結防止剤倉庫） 

図 2.1 既存の凍結防止剤の散布方法のフロー 

作業員による操作卓の SW 入力 

道路管理者（地域指令台） 

 凍結防止剤の散布判断 

無線通信 

約 5km 区間毎に凍結防止剤散布 

無線通信 

0.5t 単位で凍結防止剤の積込み 

STEP1：気象および路面等の情報収集 

STEP2：散布作業実施判断 

STEP3：散布作業実施のための準備 

STEP4：散布作業の実施 

作業員（凍結防止剤散布車） 

無線通信 

散布判断に必要な情報 

凍結防止剤散布車の作業員 
・全区間散布 or 部分散布区間の確認 
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凍結防止剤の散布は，事前散布と事後散布の 2 種類の方法がある．事前散布は，

乾燥路面であっても気象予測等の情報から，事前（雪が降る前）に凍結防止剤散布

を行い雪氷路面の発生抑制に努めるものである．一方，事後散布は，路面状態を確

認し，雪氷路面に対して，雪氷路面の発生抑制および改善を目的に凍結防止剤散布

を行うものである．北海道は，降雪頻度が高く昼夜を問わず路面が雪氷で覆われる

期間が長いため事後散布を行っている． 

既存の凍結防止剤の散布方法では，凍結防止剤散布判断のための材料として，道

路気象予測，気象観測等のデータ，CCTV 映像，道路巡回報告書を収集する．道路

管理者は，これら散布判断に必要な情報を基に凍結防止剤の散布判断・凍結防止剤

散布方法の決定を行う．その後，道路管理者は凍結防止剤散布区間（散布方法）の

決定と同時に凍結防止剤散布量を予め用意しておいた一覧表から確認する．次に道

路管理者より無線連絡を受けた凍結防止剤倉庫の作業員は，指示のあった凍結防止

剤散布量を 0.5t 単位で凍結防止剤散布車に積込む．また，道路管理者より無線連絡

を受けた凍結防止剤散布車の作業員は，全区間散布または部分散布区間を確認し，

全区間散布のときは，凍結防止剤散布車が担当する全ての区間に凍結防止剤散布す

る．また，部分散布のときは，約 5km 区間毎に凍結防止剤散布車の操作卓の SW を

手入力することにより凍結防止剤を散布する． 

 

2.2 気象および路面等の情報収集 

 冬期の安全で円滑な交通確保を図り，効率的な雪氷対策を実施するためには，

新の気象および路面等の情報収集を行い，得られた情報を総合的に判断することが

必要である．これらの気象情報は，高速道路にある情報板等により道路利用者にも

提供している．雪氷対策には 4 つの気象情報（①気象コンサルタントが発表する「道

路気象予測」，②道路沿線に設置された「気象観測等のデータ」，③気象の変化点や

IC に設置されている「CCTV 映像」，④雪氷巡回時に作成する「道路巡回報告書」）

が必要である． 

 

2.2.1 道路気象予測 

 雪氷対策期間においては，通常の定時道路気象予測が 7 時と 16 時に 1 日に 2 回，

気象コンサルタントより配信される．図 2.2 に道路気象予測データを示す．道路気

象予測データの要素は，天気，降雪量 cm，降水量 mm，風向，風速 m/s，気温℃，

路温℃，吹雪指数である．これらの要素を 1h 毎に，また，IC 毎に予測した数値が

一覧表で入力されている．NEXCO 東日本北海道支社の地域指令台では，これらの

気象予測データを参考に，当日の雪氷作業内容や人員配置等の判断を決定する．ま

た，気象の急変時には，必要に応じて臨時道路気象予測が配信される． 
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図 2.2 道路気象予測データ 

 

2.2.2 気象観測等のデータ 

 気象観測等のデータは，交通障害の恐れとなる気象状況を的確・迅速に把握し，

雪氷対策を実施するうえで必要な情報である．高速道路の気象状況を把握するため

に，主に気象の変化点や IC 付近に気象観測機器が設置されている．図 2.3 に気象観

測機器を示す．気象観測機器には，8 つの種類（①気温計，②路温計，③降水探知

器，④雨雪量計，⑤風向風速計，⑥視程計，⑦透過率計，⑧積雪深計）があり，気

象観測機器が設置されている場所を気象観測局と呼んでいる． 

 気象観測等のデータ収集は，現地に設置してある気象観測機器により行われ，測

定されたデータは，リアルタイムに NEXCO 東日本北海道支社の道路管制センター

および地域指令台に伝送され，気象監視モニターにより現況値を把握することがで

きる．気象監視モニターでは，瞬時値や過去のデータを表やグラフ等でのビジュア

ル表示が可能である．気象データの監視は，気象監視モニター（PC のモニター）等

により行う．気象監視モニターでは，各気象観測局に設置されている機器の観測デ

ータが表示可能である．また，観測データの更新間隔は，1 分から可能である（風

向風速計の値は，10 分間の平均値を 1 分間隔で更新）． 
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①気温計 

 気温計は，現在時の外気温を観測する機器である．気温データは，降雪の予想お

よび路面状況の推移を判断するための要素の 1 つとしている． 

②路温計 

 路温計は，高速道路本線車線部の路面表面から 3cm の深さに設置され，土工部ま

たは橋梁部の路温を観測する機器である．路温データは，温度変化の推移を観測す

ることによって路面の凍結の予測を行い，凍結防止剤散布作業等の出動判断の要素

の 1 つとしている． 

③降水探知器 

 降水検知器は，雨および雪の有無を観測する機器であり，路面の濡れの有無や降

雪の有無を検知している． 

④雨雪量計 

 雨雪量計は，雨および雪の量を測定する機器である．雪の量の測定方法には，降

雪した雪を溶かして水の量として測定するものと，光波を利用して直接測定する方

法がある． 

⑤風向風速計 

 風向風速計は，吹いてくる風の方向および風の強さを測定する機器である．風向

風速計のデータは，吹雪や地吹雪の発生を判断する 1 つの目安となっている． 

⑥視程計 

 視程計は，主に吹雪や地吹雪などの発生時に視認可能な距離の目安を測定する機

器である．視程計のデータは，交通規則や視程障害による通行止めの判断の要素と

している． 

図 2.3 気象観測機器 
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⑦透過率計（Visibility Index Meter，VI 計） 

 VI 計は，霧や降雨時に視認可能な距離（視程）の目安を測定する機器である． 

⑧積雪深計 

 積雪とは降った雪が自然に地面に積もった状態をいう．積雪深とは，地面に積も

った雪などの固形降水の深さ（鉛直方法の深さ）をいい，cm 単位で表したものであ

る．つまり，その時点での「積もっている雪の深さ＝積雪」である．積雪深計は，

1 時間毎に雪面に向かってレーザー光を当て，レーザー光が雪面に反射して戻って

くるまでの時間を用いて求めている．一方，降雪の深さ（降雪量）はある時間内に，

地表に降り積もった雪などの固形降水の深さをいう．気象庁（NEXCO 東日本）で

は，正時値と 1 時間前の正時値との差を求め正の値を正時値の降雪量としている．

降雪量は，前の時間から積雪が何センチ増えたかの差を表している． 

 

2.2.3 CCTV（Closed Circuit Television）映像 

 図 2.4 に示す CCTV 映像は，交通状況等を監視するためのテレビ装置である．雪

氷管理では，気象状況や視程状況，路面状況などを把握するために CCTV 映像を活

用している．設置場所は，気象の変化点（急変箇所）や交通渋滞が予想される箇所

など交通管理上危険性の高い場所に設置している．また，トンネル内にある CCTV

は，除雪作業によるトンネル内の持ち込み雪を監視するために活用している． 

 

 

  

図 2.4 CCTV 映像 
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2.2.4 道路巡回報告書（雪氷巡回） 

 雪氷巡回は，3～5 時間毎，路面状態，天候状況，視界状況，路面の残留塩分濃度

を把握することを目的としている 1）．雪氷巡回車の連絡員（以降，連絡員）は，担

当区間を雪氷巡回した際に，約 5km 区間毎に細分化された部分散布区間の路面状

態・天候状況・視界状況・路面の残留塩分濃度を調べ，地域指令台の道路管理者（以

降，道路管理者）に道路巡回報告書として取りまとめたものを報告する 1）．このと

き連絡員は，約 1km 区間毎に路面状態を目視で判別し，約 5km 区間毎に細分化さ

れた部分散布区間に危険側となる路面状態と代表的な路面状態を記載する．また，

連絡員は，約 5km 区間毎に細分化された部分散布区間に雪氷巡回車を降りて手持ち

式の塩分濃度計を使って路面の残留塩分濃度を計測し記載する．表 2.1 に雪氷巡回

の一例として，大沼公園～国縫の雪氷巡回ダイヤグラムを示す． 

 

表 2.1 大沼公園～国縫の雪氷巡回ダイヤグラム 
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2.3 作業実施判断（既存の凍結防止剤散布作業実施判断プロセス) 

スマート凍結防止剤散布システムを導入する以前の NEXCO 東日本北海道支社が

行ってきた既存の凍結防止剤散布作業実施判断のプロセス（以降，既存の散布判断

プロセス）を図 2.5 に示す．STEP1 に示すように，道路管理者は気象コンサルタン

トより配信される道路気象予測，気象観測局に設置されている気象観測等のデー

タ・CCTV 映像を収集する．また，連絡員は，通常，3～5 時間毎に 2 つの IC 間程

度を一つとした区間を巡回する．巡回区間を分割した約 5km の部分区間別に観測し

た気象・路面状態等を道路巡回報告書（紙ベース）に記載し，道路管理者に提出す

る 1）．次に，STEP2 で，道路管理者は凍結防止剤の散布の有無を判断する．このと

き，道路巡回報告書に記載された部分区間別の路面状態が散布判断に も影響する．

散布の有無に加え，道路管理者は散布する区間を決定する．凍結防止剤を散布する

区間には，前述の約 5km の部分区間とそれらを合わせた全区間とがある． 後に

STEP3 として，散布車に凍結防止剤を積込み，STEP2 で決まった区間に手動で凍結

防止剤を散布する． 

 

 
 

  

凍結防止剤散布する

・手動で部分散布 

 雪氷巡回車 Start  

【道路管理者】 
・凍結防止剤散布する(手動で全

区間散布 or 手動で部分散布) or
凍結防止剤散布しないの判断 

図 2.5 既存の散布判断プロセス 

凍結防止剤 
散布しない 

凍結防止剤散布する 
・手動で全区間散布 

【連絡員】 
道路巡回報告書 

 

散布判断に必要な情報 
・道路巡回報告書 
・道路気象予測 
・気象観測等のデータ 
・CCTV 映像 

【道路管理者】 
道路気象予測・気象観測 
等のデータ・CCTV 映像 

STEP1：凍結防止剤散布作業判断に必要な情報 

STEP2：凍結防止剤の散布判断 

STEP3：凍結防止剤散布方法の決定 
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2.3.1 路面状態の定義 

NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速道路における路面状態の定義を以下に

まとめ，図 2.6 に示す． 

乾燥：路面に雪氷が無く，路面の濡れが無い状況 

半湿：路面の濡れがあり，タイヤからの水はねが見える状況 

湿潤：路面に水膜がある状況 

シャーベット：タイヤのトレッド跡が有り，雪が水分を多量に含んでいる状況 

積雪：路面に雪が積もっており，踏み固められていない状態でその雪が水分を多 

量に含んでいない状況 

圧雪：路面に雪があり，踏み固められた状態で黒光りが無くタイヤのトレッド跡

があまり付かない状況 

凍結：路面に雪氷があり，黒光りしている状況 

連絡員は，これらの定義に従い走行している車両から路面を目視で判別している．   

 

 
  

   

           (a) 乾燥                      (b) 半湿                (c) 湿潤 

    

(d) シャーベット           (e) 圧雪･凍結                     (f) 積雪 

図 2.6 NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速道路における路面状態の定義 
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2.3.2 路面状態に応じた散布条件 

NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速道路において，2.3.1 項の路面状態に応

じて凍結防止剤の散布が判断される．路面状態に応じた散布条件は，図 2.7 に示す

ように半湿，湿潤，シャーベット，圧雪，凍結のとき，凍結防止や融氷を目的に凍

結防止剤を散布する．一方，乾燥および積雪のとき，凍結防止剤を散布しても効果

が小さいため散布しない．半湿・湿潤は，その後の気象状況が低温になると予想さ

れているときに散布する．シャーベットは，路面の雪の厚みが厚いときは除雪作業

を行い，路面の雪の厚みが薄いときは凍結防止剤を散布する．降雪量がある程度に

達すると，新雪除雪作業や圧雪処理を行っても路面上に踏み固められた圧雪の発生

は避けられない．したがって，ここでいう圧雪とは，新雪除雪作業や圧雪処理等を

行っても，路面に残る雪の厚みが薄い状態を示している．なお，圧雪と凍結の区分

は，路面が黒光りしているか否かによる判断の差である．圧雪と凍結のときは，ど

ちらも凍結防止剤散布条件となる．このため，ISCOS とスマート凍結防止剤散布シ

ステムでは，圧雪と凍結を圧雪・凍結とした． 

 

 

図 2.7 路面状態に応じた散布条件 

 

凍結防止剤の散布は，その後の気象状況（気温や降雪の有無等）や除雪作業等を

考慮し，総合的に判断している．特に，凍結防止剤の散布判断方法は，路面状態の

ほかに，路面温度と路面の残留塩分濃度が関係する．そこで，図 2.8 に路面温度と

路面の残留塩分濃度を考慮した凍結防止剤の散布判断方法を示す．凍結・圧雪・シ

ャーベットのときは，路面温度や路面の残留塩分濃度に関係なく散布する．降雪量

がある程度に達すると，新雪除雪作業を行っても路面上に踏み固められた圧雪の発

生は避けられない．高速道路では，路面上に踏み固められた圧雪を除去するため，

圧雪を除雪する作業が行われる．したがって，ここでいう圧雪とは，路面の雪の厚

みが薄い状態を示している．シャーベットは，路面の雪の厚みが厚いときは除雪作

業を行い，路面の雪の厚みが薄いときは凍結防止剤を散布する．なお，路面状態が

圧雪，シャーベットのとき，除雪作業と同時に凍結防止剤を散布する場合がある．

半湿・湿潤は，その後の気象状況が低温になると予想されているときで，かつ，路

面の残留塩分濃度と路温の関係から凝固点以下になるとき，もしくは，なると予測

されたときに散布する．路面状態が乾燥・積雪のときやそれ以外は散布しない． 

 

積雪 半湿 乾燥 ｼｬｰﾍﾞｯﾄ 圧雪 凍結 湿潤 

散布する 散布しない 路温低下と予測のとき散布 
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2.3.3 凍結防止剤散布量 

NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速道路では，通常，凍結防止剤の散布方

法として湿塩散布（ウエットソルト）で実施している．湿塩散布は，散布直前に固

形剤と溶剤を混合して散布する方法である．固形剤は，凍結を抑制する速効性は小

さいが持続性がある．一方，溶剤は，凍結を抑制する持続性は小さいが速効性があ

り，凍結防止剤が飛散しない効果が期待できる．湿塩散布は，混ぜ合わせて散布す

ることにより，路面への付着効果が高く速効性・持続性があり，固形剤が飛散しな

い効果を期待したものである．1)．凍結防止の散布量は，固形剤 14g/m2 と溶剤 6g/m2

を混合した 20 g/m2 である．溶剤の濃度は 20%なので，固形剤換算すると 1.2g/m2 で

あり，湿塩散布のときの散布量は 15.2g/m2 となる．固形剤散布のみのときの散布量

は 15 g/m2 である．散布幅は，4 車線区間のとき 6.0~7.0m で，暫定 2 車線区間のと

き 3.0~3.5m である．一方，地域指令台別のハザードマップに基づいて 100m 区間毎

 

START 

ＮＯ 

散布しない 

ＮＯ

今後の路面 

予測温度 
 

ＮＯ

路面の塩分濃度 

ＹＥＳ 

凝固点程度以下 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

路面の塩分濃度 

路面状態

凍結・圧雪・ 

シャーベット路面 

散布する 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

湿潤・半湿路面 

路面温度 

凝固点程度以下 

0℃程度以下 

ＹＥＳ 

ＮＯ

ＮＯ

ＹＥＳ

乾燥・積雪路面 

0℃程度以下 

図 2.8 凍結防止剤の散布判断方法 

散布する 散布しない 

散布する 
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の凍結防止剤散布量を増やす場合がある．例えば，橋梁区間は橋下から冷やされる

等の理由により凍結路面になりやすい．トンネル坑口は寒暖差の影響で融雪量が多

くなり凍結防止剤の残留塩分濃度が低下する．IC の加減速車線の手前やカーブ区間

等も潜在的リスクがある．このような区間や実際に事故の多い区間等へは，凍結防

止剤の散布を 30g/m2 に増量する．凍結防止剤散布車の作業員は，凍結防止剤散布作

業で増量となったとき，このような区間において手動で凍結防止剤散布量を変えて

オペレートする． 

 

2.4 作業実施のための準備（凍結防止剤の積込み） 

凍結防止剤散布車への凍結防止剤の積込みは，図 2.9 に示すように 2 階建ての凍

結防止剤倉庫の 1 階に凍結防止剤散布車を配置して行われる．凍結防止剤散布車タ

ンクでの凍結防止剤の固結を防ぐため，積込んだ凍結防止剤は全量散布する．0.5t

あるいは 1t のフレコンパック（凍結防止剤が入った袋）を 2 階の投入口（グレーチ

ング）まで移動し，1 階の凍結防止剤散布車に積込む．  

凍結防止剤散布車への凍結防止剤の積込みは，0.5t が 小単位である．このため，

必要となった凍結防止剤散布量を 0.5t 単位で切り上げて積込んでいる．八雲 IC か

ら長万部 IC までの部分散布としたときの区間別の凍結防止剤の積込み量および全

区間散布としたときの凍結防止剤の積込み量を表 2.2 に示す．部分散布としたとき，

全区間散布としたとき，いずれも凍結防止剤の積込量は必要な散布量より多くなる．

例えば，1 区間目の部分散布量が 63kg に対して，積込み量は 500kg なる．同様に凍

結防止剤散布車が担当する全区間（1 区間目・2 区間目・3 区間目・4 区間目・5 区

間目）散布のときも，散布量 1,012kg に対して積込み量が 1,500kg なる．  

 

 

図 2.9 凍結防止剤散布車への凍結防止剤の積込方法 
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2.5 作業の実施（約 5km 区間毎に凍結防止剤散布） 

表 2.2 に，連絡員から報告された路面状態判別結果と路面の残留塩分濃度の例を

示す．また，既存の凍結防止剤散布方法による部分散布としたときの区間別の凍結

防止剤散布量と全区間散布としたときの凍結防止剤散布量を示す．表 2.2 に示すよ

うに，八雲 IC から長万部 IC における目視による路面状態判別は，IC や付加車線

（追越車線），U ターン路（雪氷車両が上下線を行き来するための通り道）などを区

切りとした 8 区間別（上下線のときは 16 区間）に行っている．既存の凍結防止剤散

布方法は，図 2.10 に示すように，短い区間で 1.5km，長い区間で 9.0km である．既

存の凍結防止剤散布方法は 16 箇所である． 

 

 

  

Start 

散布する 

Yes 

散布しない 

  
1.5km~9.0km 毎に目視の 
路面判別結果を読み込む 

散布が必要な路面が 
含まれているか？ 

図 2.10 既存の凍結防止剤散布 

Ｎo 

表 2.2 区間別の凍結防止剤散布量および積込み量（下り車線） 
区間 八雲IC 225.0KP 221.0KP 219.0KP 210.0KP 国縫IC 201.4KP 197.7KP 長万部IC 

KP S226.5 S225.0 S221.0 S219.0 S210.0 S204.8 S201.4 S197.7 S193.7 

路面状態判別区間 1区間目  2区間目  3区間目  4区間目  5区間目  6区間目 7区間目 8区間目  

距離 1.5 km 4.0 km 2.0 km 9.0 km 5.2 km 3.4 km 3.7 km 4.0 km  

走行車線の路面状態 
湿潤， 

半湿 

湿潤， 

半湿 

湿潤， 

半湿 

湿潤， 

半湿 

湿潤， 

乾燥 

湿潤， 

乾燥 

湿潤， 

乾燥 
湿潤  

付加車線の路面状態 ― ― 半湿 ― ― ― 半湿 ―  

路面塩分濃度 4% 4% 4% 4% 4% 4% 4% 5%  

部分散布としたときの

区間別の散布量 
63 kg 185 kg 109 kg 391 kg 256 kg 218 kg 248 kg 168 kg  

全区間散布としたとき

の散布量 
1,012 kg 542 kg  

部分散布としたときの

区間別の積込み量 
500 kg 500 kg 500 kg 500 kg  500 kg  500 kg 500 kg 500 kg  

全区間散布としたときの

凍結防止剤の積込み量 
1,500 kg 1,000 kg  
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2.6 まとめ 

 NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速道路における冬期路面管理の現状を把

握し，既存の凍結防止剤散布方法について整理した．凍結防止剤散布量を 適化す

るためには，路面状況の把握・判断が重要である．現在の凍結防止剤の散布は，路

面状態を目視により評価し，その結果に基づいて実施されている．目視による評価

は，点検者の認識・判断力や熟練度，点検時の視認領域に依存するため定性的であ

り，時として安全側の評価となる場合がある．目視での路面状態を把握する間隔は，

約 5km 毎に行っている．目視では，細かいピッチでの把握は困難である．この約

5km の中に乾燥などの散布が不要な路面が含まれていても凍結防止剤を散布してい

る． 

また，凍結防止剤散布車への凍結防止剤の積込みは，0.5t が 小単位となる．こ

のため，必要となった凍結防止剤散布量を 0.5t 単位で切り上げて積込むため，凍結

防止剤の積込量は必要な散布量より多くなる．多めに積み込んだ凍結防止剤は余分

に散布している． 

つまり，既存の凍結防止剤散布方法には，安全と関係の無いところで無駄があり，

改善・改良の余地があり，冬期における凍結防止剤の効果を維持しつつ，散布前の

路面状態を的確かつ細かい区間別に把握する先進システムの開発が必要である． 

 

 

第 2 章参考文献 
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技術センター, 65pp, 2005. 
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第３章 自動路面状態判別システム（CAIS）の研究開発 
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3.1 自動路面状態判別システム（雪氷巡回車） 

これまで，冬期における路面状態の把握は，2.2.4 項に示したように定期的に出動

する雪氷巡回車に乗車した連絡員の目視観測によって判別する主観的な観測が行

われてきた．この手法は，天候や時間帯等による路面の視認性の問題，判別の難し

い路面が存在した場合に連絡員の経験による影響を受けやすいなどの個人差から，

定量的な判定が難しいとの課題があり，客観的な自動計測装置が望まれていた 1)． 

また，1.7 節に示す冬期における路面状態の客観的な自動計測装置は，各々のシ

ステムの課題からいずれの自動測定装置も NEXCO 東日本北海道支社が管理する高

速道路の路面状態判別には適さないと言えた． 

そこで，上述した課題を解決するための手段として，凍結防止剤散布作業のプロ

セスを自動化することで作業を効率化し，これら課題を解決することができると仮

設を立てた．まず初めに，路面状態をきめ細かく把握する必要があると考え，自動

路面状態判別システム（以降，CAIS）の実用化の開発を行った．  

著者らはこれまで，花塚ら 2)が開発したタイヤ内面の加速度センサにより路面状

態を判別するシステムを応用し，高速道路の冬期路面における CAIS を開発してき

た 3), 4)．本研究では，CAIS の原理，システム構成を詳細に示し，実用化へ向けて開

発した機能を示す． 

 

3.2 当初導入した自動路面状態判別システム（CAIS） 

図 3.1 に自動路面状態判別システム（CAIS）のシステム構成を示す．このシステ

ム構成図の中心はデータセンターと呼ばれ，WEB サーバに，車載カメラからの前方

静止画像（以降，道路画像）などから作成する画像データベース，CAIS 路面判別デ

ータなどから作成する路面データベースなどを管理する機能が組み込まれている．

なお，CAIS 路面判別データとは，CAIS が路面状態を判別した結果である．また，

システム構成図の中に CAIS 路面判別データおよび道路画像を閲覧する地域指令台

の道路管理者（以降，道路管理者）が含まれている． 

CAIS 路面判別データおよび道路画像の確認は，STEP1：CAIS 路面判別および送

信・STEP2：データの取得および蓄積・STEP3：路面等のデータの確認の 3 つの STEP

で行われる．図 3.1 に示すように， 

GPS から KP（高速道路のキロポスト）変換ソフトが GPS の緯度・経度から高速

道路の 100m 区間毎の KP を KP 標の設置位置で検出する．このタイミングに合わせ

て CAIS 路面判別データの出力・道路画像の撮影が行われる．CAIS 路面判別デー

タ・道路画像は，送信ソフトから Wi-Fi ルータを介してデータセンターへ 100m 区

間毎に送信される．道路管理者は，専用のビューアソフトを使用して路面等のデー

タや道路画像を確認する．なお，図 3.1 の実線は有線接続，点線は無線接続（Internet

含む）を示している． 
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3.2.1 路面状態判別の方法 

タイヤ接地時のタイヤ振動波形をセンシングする図 3.2 に示す加速度計は 1 軸電

荷出力タイプで，タイヤの内面のセンター部の 1 箇所に装着される．チャージアン

プで増幅された加速度信号は，A/D コンバーターによりデジタルデータに変換され，

データ送信機によってホイールハウス内のデータ受信機へ連続的に送信し車内の

CAIS 解析ソフトに送られる．タイヤの内面での計測およびデータ送信に必要な電

力はタイヤの内面に貼付けられている電磁式交流発電装置で発電される．CAIS は，

タイヤ（加速度センサ）が路面に接地（タイヤの踏込み～タイヤの蹴り出し）して

いるときの加速度振動波形（図 3.3）をセンシングし，その加速度振動波形の特徴

から凍結防止剤散布の判断に必要な 6 つの路面状態（乾燥，半湿，湿潤，シャーベ

ット，圧雪・凍結，積雪）を判別する．これらの路面状態は，2.3.1 項に示した連絡

員による路面状態の判別に合わせたものとなっている． 

 

 

 

CAIS（雪氷巡回車） 
CAIS制御装置 

 

CAISタイヤ データ送信の流れ 

データセンター  

WEBサーバ 

路面データベース 

道路管理者（地域指令台） 

データ受信機 

データ送信機 

A/Dコンバーター 

電磁式 
交流発 
電装置 

Wi-Fiルータ（光回線） 

Wi-Fiルータ 

加速度計 

モニター 

GPSレシーバー 

チャージアンプ 

マイクロフォン 

  

CAIS路面判別データ 

デジタルフィルタ 

CAIS解析ソフト 

Internet 

画像データベース 

GPSから 
KP変換ソフト 
100m区間毎 
のKP位置 
情報の取得 

車載カメラ 

前方静止画 
像撮影ソフト 
前方静止画 
像の撮影 

波形を時間領域に分割 

送信ソフト 

CAIS路面判別データおよび前方静止画像 

STEP1：CAIS路面判別および送信 

STEP2：データ取得および蓄積 

STEP3：路面等のデータの確認 

図 3.1 CAIS のシステム構成図 



50 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.2 タイヤ加速度波形の特徴 

タイヤ周上の任意の一点に着目すると，任意の一点は，タイヤの回転によって路

面を踏込み，その後，接地した状態が約十数 cm 続き，路面を蹴り出すという一連

の接地状態を繰り返す．周方向の加速度を検知すると，タイヤ加速度波形は，踏込

み位置と蹴り出し位置にピークを持つ非定常性の強い波形を示す．この接地状態に

おけるタイヤ加速度波形の特徴は，路面状態によって変化する．このタイヤ加速度

波形が路面状態によって変化することを示す例を図 3.4 に示す．湿潤路面走行時は，

乾燥路面走行時と比較し，タイヤが路面と接地する前に水膜と衝突するために大き 

な振動が発生する．また，圧雪や凍結などの滑りやすい路面では，乾燥路面走行時

と比較し，路面蹴り出し後の振動レベルが低下する．路面とタイヤ間の摩擦係数が

低く両者間の拘束力が低いことから，路面蹴り出し時における剪断力開放によるド

レッドゴムの固有振動が低下していると考えられる． 

 加速度計 電磁式交流 
発電装置 

図 3.2 CAIS タイヤ 

データ送信機 
A/D コンバータ 
チャージアンプ 

回転 加速度センサ

図 3.3 タイヤ接地面の加速度波形 

タイヤの断面
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3.2.3 CAIS 路面判別アルゴリズム 

図 3.5 に CAIS 路面判別の方法を示す．振動の特徴を定量化するため，まず時系

列波形を窓掛けして加速度波形を分割する．次にフィルタリングすることで特定時

間位置かつ特定周波数帯の波形を抽出する．その波形の振動レベルを算出し特徴量

として 2 値判別器へ入力する．なお，2 値判別器とは， 2 つのグループのどちらに

属するかを判別するものである．以下に CAIS 路面判別アルゴリズムを説明する． 

 

（1）CAIS 加速度波形を時間領域に分割 

30km/h で走行時の CAIS 加速度波形を代表例として，特徴量の算出方法について

説明する．CAIS 加速度波形は，図 3.6(A)に示すように蹴出し位置を基準として 5 つ

の時間領域，①踏込前：-0.03s～-0.02s，②踏込み：-0.02s～-0.01s，③接地面：-0.01s

～-0.006s，④蹴出し：-0.006s～0.005s，⑤蹴出後：0.005s～0.015s に分割する． 

  
  

  
Note: 1.0G ≒ 9.81 m/sec2 

 

図 3.4 加速度波形 
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（2）バンドパスフィルタ 

各時間領域内で窓関数にハミング窓を用いたデジタルフィルタにより，バンドパ

スフィルタ処理を行う．ここで，使用する時間領域と周波数領域は比較対象で異な

る．例えば，乾燥と湿潤の比較の場合，図 3.6(B)，図 3.6(C)に示すように，時間領

域は踏込前の CAIS 加速度波形を使用し，2000Hz 以下および 8000Hz 以上の周波数

帯を遮断し，それ以外を透過させる．また，乾燥と凍結の比較の場合，図 3.6(C)，

図 3.6(D)に示すように，時間領域は蹴出しの CAIS 加速度波形を使用し，500Hz 以

下および 4500Hz 以上の周波数帯を遮断し，それ以外を透過させる． 

 

（3）特定帯域レベル算出 

使用した時間領域内で，バンドパスフィルタを透過したそれぞれの波形の時系列

のパワー値の平均値を特微量とする．つまり t 番目のウィンドウにおける特微量：

x は式（2）によって求めることができる．G はフィルタ透過後の波形の時系列，s

はフィルタ特性のインデックスの集合，N は窓に含まれるデータ数，i はデータポイ

ントのインデックスである． 

𝑥
1
𝑁

10log 𝐺  

 判定 STEP1 

Start 

湿潤 

Higt 

図 3.5 CAIS 路面判別の方法 

Low 

加速度波形の分割 
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乾燥 凍結 

特定帯域レベル算出 
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図 3.6 CAIS 加速度波形の分割 

(C) 乾燥 

(D) 凍結 

(B) 湿潤 

踏込前 踏込み 

蹴出し 蹴出後 

（A）CAIS 加速度波形のウィンドウ位置例 

接地面 
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（4）判定 STEP（乾燥と凍結の比較の場合） 

判定 STEP は，乾燥と凍結の比較の場合（図 3.5 判定 STEP3 に相当），図 3.6(C)，

図 3.6(D)に示すように，時間領域は蹴出しの CAIS 加速度波形を使用し，500Hz 以

下および 4500Hz 以上の周波数帯を遮断し，それ以外を透過させ，透過したそれぞ

れの波形の時系列のパワー値の平均値を式（2）で求め特微量とする．求めた特微量

は，図 3.7 に示す 2 値判別器から Low か High かを求める．Low のとき凍結となり，

High のとき乾燥となる．6 つの路面状態の判別は，各振動レベルを特徴量として算

出した 2 値判別器を複数組み合わせて路面状態を判別している（図 3.8）．雪氷巡回

車に搭載された CAIS は，高速道路本線を走行すると自動で 100m 区間（高速道路

の KP）毎に路面状態を判別する．タイヤの直径が約 0.6m であることから 100m 区

間で 50 回前後タイヤが路面に接地し，路面状態の判別が行われる．乾燥，湿潤，シ

ャーベット，積雪は，約 50 回の判別結果から 頻値となった路面状態を 100m 区間

の路面状態とする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

乾燥 ｼｬｰﾍﾞｯﾄ 圧雪 凍結 積雪 ｼｬｰﾍﾞｯﾄ 湿潤 
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図 3.8 CAIS 路面判別アルゴリズム（判別フロー） 
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凍結判定ステップの 
      識別関数 

図 3.7 判定 STEP3 の 2 値判別器 
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3.2.4 CAIS 導入時（2008 年度）の路面状態毎の正答率 

 CAIS 路面判別結果の精度検証を目的に 2008 年度に精度検証試験を実施した．検

証期間は 2008 年 12 月から 2009 年 3 月である．検証場所は士別市近郊の 100km 程

度の 2 つのコースを設定し，週に 3～5 日走行した．検証者は正確性を期すため，士

別市内の自動車運送事業者へ外部委託した．検証方法は実験車両の助手席に目視判

定員が同乗し正誤状況等を記録した．正誤判定方法は当っていれば○, 間違ってい

れば×, ほぼ半数ずつだと△の 3 段階とした．正答率の算出方法は正答を 1, 正誤が

半数だと 0.5 とカウントして判定総数で除した．図 3.9 に 2008 年度 CAIS 導入時の

路面状態毎の正答率を示す．乾燥，湿潤，積雪，凍結の精度は 70%～90%と概ね良

好であった．しかし，シャーベット，圧雪の精度が低く，この路面判別精度が課題

である．全体の正答率は 74%であった． 

 

 

図 3.9 2008 年度 CAIS 導入時の路面状態毎の正答率 
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3.3 CAIS 路面判別精度向上へ向けた改良 

3.3.1 改良した CAIS の路面判別アルゴリズム 

（1）2 値判別器の改良 

目視と同様の判定を行うためには，半湿判定が必要である．このため，CAIS の路

面状態の判別には，タイヤ接地時の振動波形の他に，タイヤが回転するときに発生

する音を使用した．タイヤ回転時の音をタイヤハウス内のマイクロフォンで計測し，

振動波形に特徴が現れないような薄く濡れている程度の半湿および湿潤の検出に

用いる．半湿および湿潤では，タイヤ回転時の音が 1kHz 以上の高周波となる特徴

がある．図 3.10 の Step4,8 がマイクロフォンによる判定であり，それ以外は 2 値判

別器による判定である．マイクロフォンは，前輪のタイヤが踏込んだ際の音も検知

できるようにするため，後輪のタイヤハウス内に設置している． 

一方，凍結防止剤を散布すべき区間を散布しない区間と判別することを防ぐため，

圧雪・凍結と半湿の判別は， 頻値を用いていない．圧雪・凍結では，実験に基づ

く経験則から 50 回の路面状態判別結果の中で 15 回以上（走行距離が約 30m 以上）

圧雪・凍結となったとき，その 100m 区間の路面状態を CAIS は圧雪・凍結と判別し

ている．このような例外処理を設けた理由は，圧雪・凍結を走行するのはすべり易

く危険なため，圧雪・凍結との判定の割合を高める必要があると判断したためであ

る．圧雪・凍結の判定結果は， も優先されるようになっている．また，半湿は連

続して出現することはほとんどなく，乾燥あるいは湿潤との混在となる．湿潤が

頻値のとき路面状態を湿潤と判別するが，50 回の路面状態判別結果で乾燥が 頻値

となり，かつその中に半湿が 3 回以上（走行距離が約 6m 以上）となったとき路面

状態を半湿と判別する．このような例外処理を設けた理由は，特に初終冬期に半湿

は局所的に出現する場合が多い．少しでも温度低下とともに凍結となる可能性を減

らし，安全側となる路面管理を実現するためである．なお，半湿判定は，後輪のタ

イヤハウス内に設置したマイクロフォンで検出しており，前輪と後輪のタイヤが踏

込んだ際の音を検知したときは，走行距離が 6m 以下でも検出できる．  
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（2）乾燥判別精度向上へ向けた改良（排水性舗装考慮） 

2008 年度の CAIS 路面判定アルゴリズムでは，乾燥は密粒舗装（図 3.11（A））で

定義していた．このため，高速道路本線で主に使用されている排水性舗装（図 3.11

（B））舗設箇所を走行時に圧雪と判定する誤判定が発生していた．そこで，乾燥判

別精度向上へ向けた改良として，図 3.10 に Step10 を新設し，排水性舗装の乾燥と

圧雪の 2 値判別器を定義した． 
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半湿判定が可能 

START 

Step11 

マイクの導入により 
半湿判定が可能 

図 3.10 路面判別アルゴリズム（判別フロー） 

図 3.11 乾燥判別精度向上へ向けた改良（排水性舗装考慮） 
(A) 密粒舗装 (B) 排水性舗装 
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（3）圧雪判別精度向上へ向けた改良（粉雪考慮） 

圧雪は，路面の雪氷が厚い圧雪と浅い圧雪など多様である．2008 年度の路面判定

アルゴリズムでは，これを考慮できていなかった．2008 年度の路面判定アルゴリズ

ムの圧雪と乾燥の 2 値判別器の誤判定の状況を詳細に分析すると，粉雪がのってい

るような圧雪で精度が低いことがわかった． 

 図 3.12（A）に通常の圧雪路面を走行した時の波形と図 3.12（B）に粉雪がのっ

ている路面を走行した時の波形を比較した．すると，粉雪路面の踏込みで雪粒の摩

擦によって生じていると思われる振動が増大していることがわかった．従来，踏込

みの CAIS 振動加速度が増大したときは乾燥路面と判別していた．そこで，図 3.12

（C）に示すように，粉雪路面の踏込みの CAIS 振動加速度は乾燥よりも大きいた

め，これを粉雪の特徴として粉雪を判定するステップを図 3.10 の Step11 に新設し

た．なお，図 3.12（C）は，実際の判別にはこれ以外の振動レベルも用いているた

め，多次元空間になるが，可視化するために２次元で表している． 

 

 

粉雪 圧雪 

粉雪 圧雪 

図 3.12 圧雪判別精度向上へ向けた改良（粉雪考慮） 

(C) 判定 STEP11 の 2 値判別器 

(A) 圧雪の CAIS 加速度波形 (B) 粉雪がのった圧雪の CAIS 加速度波形 
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（4）シャーベット判別精度向上へ向けた改良 

これまで，シャーベットと湿潤の判別は踏込みの振動波形の特徴を用いていた

（図 3.13（A））．図 3.13（B）は，踏込みでの湿潤とシャーベットのそれぞれの FFT

波形である．6500～9500Hz の周波数帯で特徴差が見られる．しかし，図 3.13（C）

に示すように浅いシャーベットを追加したデータで比較してみると，湿潤と区別が

つかない．路面踏込みは水膜や雪との衝突で特徴的な波形が生じる半面，水深や積

雪深の影響が大きく，そのデメリットが大きいことがわかった．そこで蹴出しの

CAIS 振動加速度に着目した．図 3.13（D）は，蹴出しの FFT 波形である．6500～

10000Hz の周波数帯で浅い深い含めてシャーベットと湿潤の特徴差が有ることがわ

かる．このことから図 3.10 の Step3 と Step7 のアルゴリズムを改良した． 

 

(B) 踏み込み位置のシャーベット(深)と湿潤

図 3.13 シャーベット判別精度向上へ向けた改良 

(C) (B)にシャーベット(浅)追加 

(D) 蹴り出し位置のシャーベット(深)
・シャーベット(浅)と湿潤 
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3.3.2 CAIS 改良後（2009 年度）の路面状態毎の正答率 

CAIS 改良後の CAIS 路面判別結果の精度検証を目的に 2009 年度に精度検証試験

を実施した．検証期間は 2009 年 12 月から 2010 年 3 月である．検証場所，検証者，

検証方法，誤判定方法，正答率の算出方法は，前年度の 3.2.4 項と同様である．図

3.14 に 2009 年度 CAIS 改良後の路面状態毎の正答率を示す． 

 CAIS 改良後の CAIS 路面判別精度は，圧雪路面は圧雪判別精度向上へ向けた改良

（粉雪考慮）を行った結果，正答率が 88%に向上した．また，シャーベット判別精

度向上へ向けた改良を実施した結果，正答率が 57%に向上した．シャーベットの正

答率の精度は高いとは言えないが，誤判定結果のほとんどが湿潤と積雪である．こ

れは，シャーベットは湿潤と積雪の変化に対する過渡的な状態であるためと考えら

れる．全体の正答率は 82%と，前年度よりも 8%向上することができた． 

 

 

図 3.14 2009 年度 CAIS 改良後の路面状態毎の正答率 

 

  

0

20

40

60

80

100

乾燥 湿潤 ｼｬｰﾍﾞｯﾄ 積雪 圧雪 凍結 全体

(%) 

2008年度 2009年度



61 
 

3.4 機器構成 

表 3.1 に雪氷巡回車へ搭載した CAIS の機器構成を示す．雪氷巡回車へ搭載した

CAIS は，CAIS タイヤ，データ受信機，マイクロフォン，GPS，車載カメラ，Wi-Fi

ルータ，CAIS 制御装置（CAIS 解析装置が組み込まれている）モニターからなる．

雪氷巡回車へ搭載した CAIS は，エンジン ON とともに自動起動し，エンジン OFF

とともに自動シャットダウンするオートマチック仕様である． 

 

表 3.1 雪氷巡回車へ搭載した CAIS の機器構成 

ＣＡＩＳタイヤ GPS，車載カメラ 

 

データ受信機 Wi-Fi ルータ，CAIS 制御装置（解析装置） 

  

マイクロファン モニター 

 

 

 
散布区間データ 
を入力する SW 

CAIS タイヤ 

GPS 

Wi-Fi ルータ 

タイヤハウス内 
に設置されている 
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3.5 路面状態を確認する仕組み 

地域指令台の道路管理者は，ＷＥＢビューアソフトを使用し， GIS 地図上に表示

された路面判別結果や道路画像をリアルタイムに確認することができる（図 3.15）．

WEB ビューアソフトの再生ボタンをクリックすると，100m 区間毎の CAIS 路面判

別結果と道路画像が自動再生する．WEB ビューアソフトのコマ送り戻りボタンは，

任意の KP における CAIS 路面判別結果および道路画像を確認できる． 

 

 

図 3.15 ＷＥＢビューアソフト 
 

また，路面ダイヤグラムを自動作成するため，路面状態をきめ細かく確認するこ

ができる（図 3.16）．路面ダイヤグラムとは，横軸に KP，縦軸を時間としたグラフ

であり，色分けした記号は，CAIS が判別した各路面状態を示している．路面ダイヤ

グラムは，視覚的に CAIS 路面判別結果を確認することができ，一日の路面状態の

変化の確認も容易となる．図 3.16 に示すように，CAIS 路面判別結果を示す記号に

マウスを移動すると，道路画像が表示する仕組みである．図 3.16 の事例では，8 時

に 225KP で圧雪・凍結，8 時 15 分に 210KP で湿潤，8 時 30 分に 195KP でシャーベ

ットだったことが確認できる． 
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図 3.16 路面ダイヤグラム 
 

3.6 まとめ 

1.8 節で示したとおり，本研究の目的は，「冬期間，ドライバーに安全安心で快適

な走行環境を提供しつつ，凍結防止剤散布量を低減する」である．2.6 節では，既存

の凍結防止剤散布方法には，安全と関係の無いところで無駄があり，改善・改良の

余地があることを示した．3.1 節では，上述した課題を解決するための手段として，

凍結防止剤散布作業のプロセスを自動化することで作業を効率化し，これら課題を

解決することができるという仮設をで立てた．そこで，まず初めに，路面状態をき

め細かく把握する必要があると考え，CAIS の実用化の開発を行った．得られた成果

は以下の通りである． 

・深いシャーベットを考慮したアルゴリズムに変更することでシャーベットの精

度を向上させた 

・粉雪を考慮したアルゴリズムに変更することで圧雪の精度を向上させた 

・排水性舗装を考慮したアルゴリズムに変更することで乾燥と圧雪の精度を向上

させた 

・マイクの導入により，半湿判定を可能とし，目視と同様に路面判別できるよう

にした 
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第４章 凍結防止剤最適自動散布システム（ISCOS）の研究開発 
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4.1 凍結防止剤最適散布システム（ISCOS）による凍結防止剤散布フロー 

前章の検討において，凍結防止剤自動散布を実行するためには，WEB サーバや道

路管理者まで考慮した凍結防止剤散布フローの構築が必要であることが分かった．

図 4.1 に ISCOS を構成する 3 つのシステム「CAIS（雪氷巡回車）」，「DD ホッパー

（凍結防止剤倉庫）」，「凍結防止剤自動散布システム（凍結防止剤散布車）」とそれ

らをつなぐ凍結防止剤散布フローを示す．この凍結防止剤散布フローの中心はデー

タセンターと呼ばれ，WEB サーバに，車載カメラからの前方静止画像（以降，道路

画像）などから作成する画像データベース，CAIS 路面判別データなどから作成する

路面データベースなどを管理する機能が組み込まれている．なお，CAIS 路面判別デ

ータとは，CAIS が路面状態を判別した結果である．また，凍結防止剤散布フローの

中に凍結防止剤の散布を 終判断する道路管理者が組み込まれている． 

凍結防止剤の散布は，STEP1：路面等の情報収集・STEP2：散布作業実施判断・

STEP3：散布作業実施のための準備・STEP4：散布作業の実施の 4 つの STEP で行わ

れる．ISCOS では，凍結防止剤の散布判断のための材料として，既存の凍結防止剤

の散布方法のフローの道路気象予測，気象観測等のデータ，CCTV 映像，道路巡回

報告書に加え，100m 区間毎の路面データや道路画像を収集する．道路管理者は，散

布判断に必要な情報を基に凍結防止剤の散布判断・凍結防止剤散布方法の決定を行

う．その後，道路管理者は凍結防止剤散布方法の決定と同時に凍結防止剤散布量を

算出する．道路管理者より無線通信で連絡を受けた凍結防止剤倉庫の作業員は，指

示のあった凍結防止剤散布量を，新たに開発した凍結防止剤を 0.1t 単位で凍結防止

剤散布車へ積込むことが可能な DD ホッパーを使用して 0.1t 単位で凍結防止剤散

布車に積込む．また，道路管理者より無線通信で連絡を受けた凍結防止剤散布車の

作業者は，データセンターの WEB サーバからダウンロードした路面データに応じ

て，あるいは全区間について凍結防止剤自動散布を実施する． 
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4.2 自動路面状態判別システム（雪氷巡回車） 

CAIS を搭載した雪氷巡回車が走行すると，図 4.2 に示すように，GPS から KP 変

換ソフトが，予め作成してある 100m 間隔の高速道路の位置情報を示すデータベー

スと照合を行い，GPS の緯度・経度から高速道路の 100m 区間毎の KP を KP 標の設

置位置で検出する．このタイミングに合わせて CAIS が自動で 100m 区間毎に 6 つ

の路面状態（乾燥，半湿，湿潤，シャーベット，積雪，圧雪・凍結）を判別する（こ

れまでは，目視により約 5km 間隔で路面状態を判別）．また，道路画像の撮影が行

われる．図 4.2 に示すように CAIS の 100m 区間毎に路面状態を判別した結果（CAIS

路面判別データ）・路面判別時（KP 標の設置位置）の道路画像は，送信ソフトから

Wi-Fi ルータを介してデータセンターへ 100m 区間毎に送信される． 
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Wi-Fi ルータ GPS 
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図 4.2 CAIS が判別した路面状態を確認する仕組み 
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4.3 凍結防止剤適量積込システム（凍結防止剤倉庫） 

前章の検討において，凍結防止剤散布車に凍結防止剤を 0.5t 単位で積込んでいた

のでは，凍結防止剤散布量は低減できないことが明らかとなった．そこで，DD ホ

ッパーは，0.1t 単位で凍結防止剤を凍結防止剤散布車に積込むことを目的として開

発した．図 4.3 に DD ホッパーを示す．凍結防止剤倉庫の作業者は，道路管理者か

らの無線連絡のあった凍結防止剤散布量を，DD ホッパーを用いて 0.1t 単位で凍結

防止剤散布車へ積込む．  

 

図 4.3 DD ホッパー 
 

DD ホッパーの構造は，図 4.4(a)に示すように頂部を下方に向けた円錐形状を有

するホッパーとホッパーの側面に設けられたハンドル操作に応じて下端部に設け

られたポッパーの排出口を開閉するバタフライバルブからなる．このホッパーには，

収容された凍結防止剤の重量を計測し，それを目視できる目盛が付属する．ホッパ

ーに投入された凍結防止剤の排出速度を高めつつ適切なホッパー収容量となるこ

とを考慮しホッパーの角度を実験から決定した．実験結果から，ホッパーの角度は

塩の安息角(30°～ 40°)よりも大きいことが必要なことが分かった．そのため，ポ

ッパーの側面の角度を約 45°（図 4.4 (a)）とした． 

また，凍結防止剤を均一に排出するためインナーコーンを中央部に取りつけた．

インナーコーンが無い場合，図 4.4 (b)の点線で示すように，凍結防止剤が排出しや

すいホッパー中央側から排出されるため，中央位置が凹んでしまい凍結防止剤がス

ムーズに排出しないことが分かった．図 4.4(c)の実線で示すように，インナーコー

ンを取付けた場合，側面からの流れとインナーコーンからの流れが合流し，凍結防

止剤が均一かつスムーズに排出されるようになった．実験から，ホッパー外周寸法

に対し，インナーコーンの底部の大きさは，外周寸法の半分程度が適していた． 

凍結防止剤散布後の凍結防止剤散布車に残った凍結防止剤は，再利用はできなく，

 ﾒﾓﾘ 

 ﾊﾝﾄﾞﾙ 
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DD ホッパーを使用すれば 0.1t 単位で積込むことから，表 2.2 に示す 1 区間目の部

分散布量が 64kg に対して，積込み量は 100kg となり，既存の積込み方法と比べて

0.4t の低減となる．同様に凍結防止剤散布車が担当する全区間（1 区間目・2 区間

目・3 区間目・4 区間目・5 区間目）散布のときも，散布量 1,012kg に対して積込み

量が 1,100kg なり，既存の積込み方法と比べて 0.4t の低減となる．このように DD

ホッパーを使用することで端数となる凍結防止剤を減らせることができ，凍結防止

剤の使用量の低減につながる． 

 

 図 4.4  DD ホッパーの原理 

(a) DD ホッパーの構造 

(c)インナーコーン付きでバタフライバルブを解放した場合 
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4.4 凍結防止剤自動散布システム（凍結防止剤散布車） 

4.4.1 凍結防止剤を 100m 区間毎に自動散布する方法 

凍結防止剤自動散布システムは，CAIS による 100m 区間毎の路面判別結果に応じ

て凍結防止剤を自動で散布することを目的に開発した．図 4.5 は凍結防止剤を 100m

区間毎に自動散布する方法を示している． 

凍結防止剤自動散布システムは，エンジン ON とともに自動で車両毎に設定され

てある散布区間の設定値，散布条件の設定値を読込み，WEB アクセスし，散布区間

に対応する 100m 区間毎の CAIS 路面判別データと凍結防止剤の散布をするかどう

かの散布条件データを取得する．このとき，凍結防止剤の総散布量が算出されるた

め，事前に凍結防止剤散布量を確認することができる． 

次に，凍結防止剤散布車の作業者は，道路管理者より凍結防止剤を散布するとの

指示を無線通信で連絡を受けた後，事前に設定されている散布区間の設定値・散布

条件の設定値を確認し，問題がなければ凍結防止剤の自動散布制御を実施する選択

をすると，凍結防止剤自動散布制御装置の自動散布制御システムが ON となる．散

布区間や散布条件が違うときは，タッチパネルで CAIS 路面判別結果に応じた自動

散布，もしくは，全区間自動散布の選択をすると，Wi-Fi ルータを介して WEB サー

バへアクセスし，散布区間データをダウンロードし，凍結防止剤自動散布する準備

が完了する． 

事前の設定が終了し，凍結防止剤散布車が散布区間の始点から走行を開始すると，

GPS から KP 変換ソフトが GPS の緯度・経度から現在の自車位置を検出し，予め作

成してある 100m 間隔の高速道路の位置情報を示すデータベースと照合を行い，自

車位置に対応する進行方向（上りあるいは下り）と高速道路の 100m 区間毎の KP を

KP 標の設置位置で検出する．現在の 100m 区間が特定されると同時に取得した散布

区間データに従って現在の 100m 区間の散布条件で散布信号を出力する．現在の

100m 区間が終了すると次の 100m 区間へ移行し，路面状態に基づいた凍結防止剤の

散布を散布区間が終了するまで 100m 区間毎に凍結防止剤自動散布が実施される．

ただし，散布と判断された 100m 区間の 100m 手前から凍結防止剤を散布する． 

また，対象路線が全区間散布になったとしてもこのシステムを使って凍結防止剤

は自動散布される．このとき，WEB サーバから取得した 100m 区間毎の散布区間デ

ータは無視される．なお，凍結防止剤自動散布システムによる散布作業は，地域指

令台別のハザードマップに基づいて，100m 区間毎に凍結防止剤を自動的に増量し

て散布でき，全区間散布のときもこのシステムにより，凍結防止剤の散布区間であ

るかどうかの判断に加え，散布量の調整も自動となることから，凍結防止剤散布車

の作業者の負担は大幅に軽減される．  
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図 4.5 凍結防止剤を 100m 区間毎に自動散布する方法 
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4.4.2 機器構成 

表 4.1 に凍結防止剤散布車へ搭載した凍結防止剤自動散布システムの機器構成を

示す．凍結防止剤散布車へ搭載した凍結防止剤自動散布システムは，タッチパネル，

GPS，Wi-Fi ルータ，凍結防止剤自動散布制御装置，自動散布制御プログラムからな

る．凍結防止剤散布車へ搭載した凍結防止剤自動散布システムは，CAIS と同様にエ

ンジン ON とともに自動起動し，エンジン OFF とともに自動シャットダウンするオ

ートマチック仕様である． 

 

表 4.1 凍結防止剤自動散布システムの機器構成 

凍結防止剤散布車 ＧＰＳ 

  

タッチパネル Wi-Fi ルータ，凍結防止剤自動散布制御装置 

  

 

  

Wi-Fi ルータ 
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4.4.3 凍結防止剤を自動散布する仕組み 

図 4.6 は，凍結防止剤自動散布システムを使用して KP に対応する 100m 区間毎

の CAIS による路面状態から判別された散布区間に応じて，凍結防止剤を自動で散

布している状況を示している．また，対象路線の全区間散布となったとしてもこの

システムを使って凍結防止剤は自動散布される．このとき，WEB サーバから取得し

た 100m 区間毎の散布区間データは無視される．このシステムにより，凍結防止剤

の散布区間であるかどうかの判断に加え，散布量の調整も自動となることから，凍

結防止剤散布車の作業者の負担は大幅に軽減される．凍結防止剤散布車の作業者は，

道路管理者より凍結防止剤の散布指示の無線連絡を受けた後，タッチパネルで CAIS

路面判別データに応じた散布，もしくは，全区間散布を実施する選択をすると，Wi-

Fi ルータを介して WEB サーバへアクセスし，凍結防止剤自動散布制御装置の自動

散布制御プログラムが ON となる．自動散布制御プログラムは，GPS から KP 変換

して 100m 区間を把握し，取得した散布区間データに従って，100m 区間毎に凍結防

止剤が散布される．ただし，散布と判断された 100m 区間の 100m 手前から凍結防

止剤を散布する．また，前述した地域指令台別のハザードマップに基づいて，100m

区間毎に凍結防止剤を自動的に増量して散布できる． 
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図 4.6 凍結防止剤を 100m 区間毎に自動散布する仕組み 
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4.5 ISCOS の散布方法 

表 4.2 に示すように，既存の凍結防止剤散布方法は，八雲 IC から長万部 IC にお

ける路面判別は，IC や付加車線（追越車線），U ターン路（雪氷車両が上下線を行

き来するための通り道）などを区切りとした 8 区間別（上下線のときは 16 区間）に

行っている．既存の凍結防止剤散布方法における単位区間は，図 4.7(a)に示すよう

に，短い区間で 1.5km，長い区間で 9.0km である． 

一方，ISCOS の散布方法は，図 4.7(b)に示すように，100m 区間毎に行われる．

ISCOS では，表 2.2 に対応する八雲 IC から長万部 IC における路面判別は，上下線

含めて 656 箇所の区間に細分し路面判別とそれに対応した散布判断が行われる．図

4.7(a)に示す既存の凍結防止剤散布方法は 16 箇所であり，ISCOS は，41 倍細かく散

布判断を実施することが可能である． 
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図 4.7 既存の散布方法と ISCOS の比較 
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4.6 ISCOS の試行導入箇所の選定 

2014 年度に ISCOS の試行導入を行った．年間散布量が多く（図 4.8），線形･構造

からも NEXCO 東日本北海道支社を代表した検討結果が得られると考え，銭函を試

行基地とした．ISCOS の試行運用期間は 1 月 14 日～3 月 25 日である． 

 

図 4.8 2012 年度の各雪氷基地の凍結防止剤散布量 

 

4.7 ISCOS の実現可能性の実地検証 

2012 年度終冬期，融雪による浸み出し箇所への自動散布試験を実施し，CAIS 路

面判別結果に応じて凍結防止剤を自動で散布する ISCOS の実行可能性の実地検証

を行った． 

 

（１）システム構成 

3 章にて，2 章で示した目視観測による路面状態判別の課題を解決するための手

段として，自動で路面状態判別が可能な CAIS を実用化するための開発を行ってき

た．しかし，凍結防止剤を散布するところまで自動化しなければ凍結防止剤散布量

は低減できないと考えた．そこで，CAIS 路面判別結果に応じて凍結防止剤散布量を

変えながら凍結防止剤を自動散布することが可能な凍結防止剤自動散布システム

のプロトタイプを開発した．本システム（図 4.9）は，3 つの STEP で構成する．ま

ず，①CAIS が路面状態を自動判別し，散布が必要な区間を特定し，路面判別結果を

WEB サーバへ送信する．次に，②WEB サーバでは，CAIS 路面判別結果から路面デ

ータベースを作成し，凍結防止剤散布量の自動計算が可能となる．これにより凍結

防止剤の必要量のみ凍結防止剤散布車へ積込むことができる． 後に，③凍結防止

剤自動散布システムは，その路面データをダウンロードし，凍結防止剤の散布が必

要な区間のみに凍結防止剤を自動で散布する仕組みである． 
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（２）検討方法 

自動散布試験は，2013 年 3 月 27 日，2013 年 4 月 4 日，2013 年 4 月 10 日の 3 日

間に行った．融雪による浸み出しにより凍結防止剤散布が必要な区間を CAIS が特

定し，そこに凍結防止剤自動散布システムが凍結防止剤を自動散布した．検討内容

は以下の 3 点である． 

① 浸み出しにより凍結防止剤散布が必要な区間のみ自動散布できたかの確認 

② 路面状態に応じて凍結防止剤を自動散布したときの散布量の確認 

③ 凍結防止剤自動散布するときの散布条件の検討 

 

（３）浸み出し箇所の自動散布試験結果 

CAIS が浸み出しにより凍結防止剤散布が必要な区間を特定，そこに凍結防止剤

自動散布システムが 100ｍ区間毎に凍結防止剤を自動散布した．結果，浸み出し区

間を外すことなく適正に散布できることを確認した．図 4.10 に浸み出しにより凍

結防止剤散布が必要な区間のみ凍結防止剤自動散布実施状況を示す． 

 

湿潤 湿潤 

①CAIS が路面状態を自動判別 

⇒凍結防止剤の散布が必要な区間を特定 

路面状態に応じた 
凍結防止剤の自動散布 

②CAIS 路面判別結果から路面データベースを作成 

⇒凍結防止剤散布量の自動計算 
 ⇒事前に計算した凍結防止剤の必要量のみ積込み 

③凍結防止剤自動散布システムが路面データをダウンロード 
⇒散布が必要な区間のみに凍結防止剤を自動散布 

Internet GPS 
散布が必要な区間の

みに凍結防止剤自動

散布で散布量低減 

図 4.9 凍結防止剤自動散布システムのプロトタイプ 
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（４）路面状態に応じて凍結防止剤を自動散布したときの散布量の確認結果 

表 4.2 に凍結防止剤自動散布システムの計算による散布量と実際の散布量の比較

結果を示す．凍結防止剤自動散布システムの計算した散布量は，ほぼ実際の散布量

と相違無いことを確認した． 

 

表 4.2 凍結防止剤自動散布システムの計算による散布量と実際の散布量の比較結果 

番号 実施日 路面状態 路面出現距離 計算散布量 実散布量 

1 3 月 27 日 湿潤 7.6km 0.49t 0.50t 

2 4 月 4 日 湿潤 2.3km 0.23t 0.25t 

3 4 月 10 日 
湿潤 0.5km 

0.23t 0.24t 
半湿 2.2km 

 

（５）凍結防止剤自動散布するときの散布条件の検討結果 

2013 年 4 月 4 日のデータを基に目視散布を参考に自動散布するときの散布条件

の検討を行った．表 4.3 に目視散布量と自動散布の散布条件を変化させた散布量を

示す． 

①前後 100ｍ区間余分に散布する設定では，散布量がやや多くなる 

②浸み出し箇所のみ 100ｍ区間毎に散布する設定では，散布量は少なくなる 

③手前側へ 100m 区間余分に散布する設定では，ほぼ同一の値になる 

散布した直後の凍結防止剤は，走行車両の風圧により進行方向へ移動する．この

ため，熟練の作業員は少し手前から散布していた．従って，自動散布の散布条件は，

③が良いと考えられる． 

 

 

  

図 4.10 浸み出しにより凍結防止剤散布が必要な区間のみ凍結防止剤自動散布実施状況 
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表 4.3 目視散布量と自動散布の散布条件を変化させた散布量 

番号 散布方法 散布条件 散布量 

1 目視散布 熟練作業員の操作 0.178t 

2 

自動散布 

前後 100m 区間余分に散布 0.228t 

3 染み出し箇所のみ散布 0.132t 

4 手前 100m 区間余分に散布 0.186t 

 

（６）まとめ 

終冬期の融雪による浸み出し箇所への自動散布試験を行った結果を以下に要約

する： 

①CAIS が浸み出しにより凍結防止剤散布が必要な区間を特定し，そこに凍結防止

剤自動散布システムが 100ｍ区間毎に凍結防止剤を自動散布できる． 

②凍結防止剤自動散布システムの計算上の凍結防止剤散布量は，ほぼ実際の凍結防

止剤散布量に等しい． 

③凍結防止剤自動散布の散布条件は，手前 100ｍ区間余分に散布するのが良い． 

2012 年度終冬期，融雪による浸み出し箇所への自動散布試験を実施した結果，

CAIS 路面判別結果に応じて凍結防止剤を自動で散布する ISCOS は実現可能で有用

である．今後は厳冬期に自動散布試験を行い，熟練の作業員のノウハウを参考に，

CAIS 路面状態に応じた ISCOS の 適化を図っていく必要がある．また，路面状態

に応じて適正な散布条件（散布量，湿式割合）を自動設定するためには，散布アル

ゴリズムの開発が必要である． 

本検討により，事前に凍結防止剤散布量の把握ができても，凍結防止剤散布車へ

凍結防止剤を 0.5t 単位で積込んでいたのでは，凍結防止剤散布量は低減できないこ

とが分かった．凍結防止剤散布量の低減には，DD ホッパーの導入が重要である．

また，凍結防止剤自動散布システムによる凍結防止剤自動散布を実行するには，

WEB サーバや道路管理者まで考慮した凍結防止剤散布フローの構築が必要である．  
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4.8 ISCOS の試行導入 

（１）ISCOS の稼働率の把握 

 図 4.11 に ISCOS の稼働率を示す．ISCOS の稼働率が 100%になるまで 2 週間を要

した．この間に全ての関係者にレクチャーし合意形成を図った．  

 

 
図 4.11 ISCOS の稼働率 

 

（２）指示系統の明確化 

・指令台で凍結防止剤散布量を計算し，現場へ積込み指示 

・凍結防止剤散布量は指令台で把握し記入 

・現場では 0.1t 単位で凍結防止剤の積込み 

・凍結防止剤自動散布システムの作業員は，タッチパネル操作を実施 

 

（３）操作ミスへの対応 

・24 時間携帯電話での対応を実施 

・遠隔操作により，現場等での操作ミスを把握しその場で修正 

 

（４）フェールセーフ対策 

・順序を間違えて入力できないようにソフト改良を実施 

・入力画面のみを表示するようソフト改良を実施 
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（５）凍結防止剤の低減量 

 図 4.12 に ISCOS による凍結防止剤の低減量および低減割合を示す．全区間散布

を行っても，DD ホッパーにより凍結防止剤の低減が可能であり，その総量は 42t で

ある．凍結防止剤自動散布システムによる低減量は 51t である．1 月 14 日～3 月 25

日の期間内の ISCOS による低減量は 93t であり，低減割合は 19%となった．図 4.12

は，1基地だけの運用で，筆者が凍結防止剤の散布判断に参加した事例である．ISCOS

の試行導入により，凍結防止剤散布量は 19%低減可能なことを示した． 

 

 

図 4.12 ISCOS による凍結防止剤の低減量および低減割合 

 

  

93t 

51t 

42t

19％

0

25

50

75

100

20
15

/1
/1

4

20
15

/1
/2

1

20
15

/1
/2

8

20
15

/2
/4

20
15

/2
/1

1

20
15

/2
/1

8

20
15

/2
/2

5

20
15

/3
/4

20
15

/3
/1

1

20
15

/3
/1

8

20
15

/3
/2

5

凍
結

防
止

剤
の

低
減

量
(t

),
 低

減
割

合
(%

) ISCOSによる低減量

凍結防止剤自動散布システムによる低減量

DDホッパーによる低減量

ISCOSによる低減割合



82 
 

4.9 ISCOS 導入計画の立案 

図 4.12 から ISCOS の導入により，凍結防止剤散布量が 19%低減可能なことが示

された．つまり，ISCOS を導入する基地の選定は，散布量が多い基地とした方が低

減量が多くなり経済的効果がある．表 4.4 に基地毎の凍結防止剤散布量のランキン

グ（10 位以内）を示す．2015 年度以降の ISCOS の本運用へ向けた導入は，散布量

のランキングやメンテナンスの容易さ，路線の重要度を考慮し，2015 年度は 6 基地

（銭函，札幌，美唄，岩見沢，千歳，江別西）を予定し，2016 年度は 11 基地（銭

函，札幌，美唄，岩見沢，千歳，江別西，旭川鷹栖，滝川，深川，苫小牧西，追分）

への導入を予定する．2017 年度は 17 基地（銭函，札幌，美唄，岩見沢，千歳，江

別西，旭川鷹栖，滝川，深川，苫小牧西，追分，苫小牧東，苫小牧西，登別東，室

蘭，虻田洞爺湖，夕張）への導入を予定する．2018 年度に 26 の全基地（銭函，札

幌，美唄，岩見沢，千歳，江別西，旭川鷹栖，滝川，深川，苫小牧西，追分，苫小

牧東，苫小牧西，登別東，室蘭，虻田洞爺湖，夕張，豊浦，長万部，八雲，森，占

冠，トマム，十勝清水，音更帯広，池田）への導入を予定する． 

全基地に導入した際のランニングコストは，約 6 千万円である．凍結防止剤の単

価は約 2 万円であり，年間約 2.8 万 t の凍結防止剤を散布している．凍結防止剤散

布量を 11%以上低減できれば，システム導入費用よりも凍結防止剤の低減費用が上

回ることとなる． 

 

表 4.4 基地毎の凍結防止剤散布量のランキング（10 位以内） 

順位 
基地 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 平均 

全て 24,880 30,427 30,463 25,619 27,847 

1 札幌 1947 2620 2843 1976 2347 

2 銭函 1858 2226 2560 1605 2062 

3 旭川鷹栖 2050 1774 1966 2421 2053 

4 美唄 1808 1895 1966 1393 1766 

5 滝川 1681 1713 1821 1623 1710 

6 岩見沢 1668 1865 1859 1397 1697 

7 千歳 1372 1490 1744 1341 1487 

8 江別西 1049 1606 1473 1001 1282 

9 深川 1248 1219 1191 1003 1165 

10 苫小牧西 1092 1283 1293 947 1154 
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4.10 ISCOS の課題 

ISCOS を構成する，雪氷巡回車で路面状態を 100m 区間毎に判別する CAIS の課

題は主に 3 つある．①凍結防止剤を散布する路面（半湿，湿潤，シャーベット，圧

雪・凍結）を散布しない路面（乾燥，積雪）と誤って判別するケース，②判別でき

ないケース，③凍結防止剤を散布する路面と散布しない路面が交互に入り混じった

ときに凍結防止剤を連続して散布すべきケースがあることである． 

初の課題は，CAIS の加速度センサが接地している箇所の路面状態を誤判別す

る場合である．接地箇所における CAIS 路面判別データの判別精度は目視との比較

にて 82%の正答率となることを花塚ら 4)は報告している．雪氷路面（シャーベット，

圧雪・凍結，積雪）では，表面の粉雪の有無や交通量などによって雪の硬さや表面

の粗さが変化する．このような表面の粗さが振動波形に影響し，凍結・圧雪を乾燥

と判別することなどが起きる． 

次の課題は，走行車線と追越車線の路面状態が異なる場合である．CAIS は走行し

ていない車線の路面状態を判別できない．雪氷巡回車は，走行車線を利用すること

が多く，追越車線の利用は少ない．走行車線は乾燥であるが，追越車線は凍結・圧

雪というケースがあり，CAIS はこの区間を散布しない区間と判別してしまう． 

後の課題は，CAIS 路面判別データは正しいが，凍結防止剤を散布すべき路面状

態と散布すべきではない路面状態が交互に入り混じった場合である．このような路

面状態では，凍結防止剤を連続して散布した方が良いと判断できる場合がある．こ

れらの 3 つの課題への対応が，図 4.1 のシステムを実用するときに重要となる． 
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第５章 スマート凍結防止剤散布システムの構築 
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5.1 スマート凍結防止剤散布システムによる凍結防止剤散布フロー 

4 章で開発した ISCOS には自動化による課題があり，凍結防止剤の散布判断を安

全とするため，自動化を補完するための手動システムが必要と言えた．そこで，補

完システムを開発し ISCOS のシステム制御に組入れ，冬期道路交通の安全性・快適

性が損なわれない冬期路面管理となるようにしつつ，凍結防止剤散布量の低減に資

する，スマート凍結防止剤散布システムとして開発・実用化を行った 1), 2), 3)．図 5.1

に，スマート凍結防止剤散布システムを構成する 4 つのシステム「補完システム（雪

氷巡回車と地域指令台）」，「CAIS（雪氷巡回車）」，「DD ホッパー（凍結防止剤倉庫）」，

「凍結防止剤自動散布システム（凍結防止剤散布車）」とそれらをつなぐ凍結防止剤

散布フローを示す．この凍結防止剤散布フローの中心は ISCOS と同様にデータセン

ターと呼ばれ，WEB サーバに，道路画像などから作成する画像データベース，CAIS

路面判別データなどから作成する路面データベース，これに加え，散布区間データ

ベースなどを管理する機能が組み込まれている．なお，散布区間データとは，CAIS

路面判別データなどから作成した凍結防止剤の散布方法の情報である．また，ISCOS

と同様に凍結防止剤散布フローの中に凍結防止剤の散布を 終判断する道路管理

者が組み込まれている． 

凍結防止剤の散布は，STEP1：路面等の情報収集・STEP2：散布作業実施判断・

STEP3：散布作業実施のための準備・STEP4：散布作業の実施の 4 つの STEP で行わ

れる．スマート凍結防止剤散布システムでは，凍結防止剤の散布判断のための材料

として，ISCOS のフローの道路気象予測，気象観測等のデータ，CCTV 映像，道路

巡回報告書，100m 区間毎の道路画像および路面データに加え，補完システムの散布

区間データを収集する．道路管理者は，散布判断に必要な情報を基に凍結防止剤の

散布判断・凍結防止剤散布方法の決定を行う．その後，道路管理者は凍結防止剤散

布方法の決定と同時に凍結防止剤散布量を算出する．道路管理者より無線通信で連

絡を受けた凍結防止剤倉庫の作業者は，指示のあった凍結防止剤散布量を DD ホッ

パーを使用して 0.1t 単位で凍結防止剤散布車に積込む．また，道路管理者より無線

通信で連絡を受けた凍結防止剤散布車の作業者は，データセンターの WEB サーバ

からダウンロードした散布区間データに応じて，あるいは全区間について凍結防止

剤自動散布を実施する． 
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CAIS（雪氷巡回車） CAIS制御装置 補完ｼｽﾃﾑ 

道路管理者（地域指令台） 

散布判断に必要な情報 

・道路巡回報告書 
・道路気象予測 
・気象観測等のデータ 
・CCTV映像 
・100m区間毎の道路画像 
・100m区間毎の路面データ 
・100m区間毎の散布区間データ 

Wi-Fiルータ（光回線） 

凍結防止剤散布方法の決定 

凍結防止剤散布量の算出 

凍結防止剤の散布判断 

 
 
 

図 5.1 スマート凍結防止剤散布システムによる凍結防止剤散布フロー 
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区
間
デ
ー
タ 

凍結防止剤散布車の作業員 
・散布区間データに応じた自動 
散布or全区間自動散布の選択 

GPSからKP変換ソフト 
 
 
 

100m区間毎のKP 
位置情報の取得 

自動散布制御ソフト 

 GPSレシーバー 

押しボタ 
ンSW 

散布必
要路面 
SW 
入力 

補完システム 

道路画像 
の確認 
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5.2 補完システムの開発 

図 5.2 に補完システムを示す．自動化システムだけではどうしても対応できない

場合がある．例えば，CAIS が凍結を乾燥と誤判定した場合である．これは，未散布

となるため避けなければならない．CAIS はタイヤ走行軌跡のみの判定である．走行

軌跡が集中する箇所は乾燥になり易い．このため，路面全体でみると誤判定となる

ことがある．また，追越路面だけが濡れている状態などでは，CAIS では判定できな

い．そこで，これらの課題を解決するために補完システムを開発した．CAIS の路面

判別結果は，モニターに表示されている．これを見て，誤判定しているときや，追

越車線のみ圧雪や湿潤路面など，CAIS が測定できない路面状態だと SW を押す．

図 5.2（a）に示すように押しボタン SW を押すと，押している区間が散布必要路面

（散布区間データ）となる．安価で使い勝手が良いプレゼンテーションで使用する

フィンガーマウスを押しボタン SW として活用するためにソフトを開発し，CAIS 制

御装置に組入れた． 

地域指令台では，道路管理者が道路画像を確認し，図 5.2（b）に示すように散布

必要路面で未散布箇所の道路画像をクリックすると，クリックした道路画像の区間

が散布必要路面（散布区間データ）となる．道路管理者の道路画像の確認作業の負

担を軽減するために，未散布箇所の道路画像のみを確認できるようにもしている． 

このように 2 つの機能を持った補完システムにより，CAIS 路面判別結果の誤判

別した場合の影響を 小化し，より安全に管理することが可能となる．人による判

断を優先させ，人の介在と自動化システムを融合させたシステム構成である． 

 

未散布 

（a）雪氷巡回車：散布必要路面で押しボタン SW を押して散布区間データとする 

（b）地域指令台：散布必要路面で未散布箇所の道路画像をクリックして散布区間データとする 

未散布 

手動散布判定：押しボタンＳＷ 
・左側：道路画像の手動撮影 
・中央：散布する(手動散布ＯＮ) 
・右側：散布しない(手動散布OFF) 

右側ボタン 

左側ボタン 中央ボタン 

図 5.2 補完システム 

押
す 

散布 
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5.3 2015 年度版補完システムの散布判断プロセス 

現場担当者の意見をシステムに組入れ，図 5.1 の STEP2 に示す道路管理者による

凍結防止剤散布作業実施判断のプロセスを改良した．2015 年度にスマート凍結防止

剤散布システムを実用化した．図 5.3 に 2015 年度版補完システムを加えたスマー

ト凍結防止剤散布システムの散布作業実施判断のプロセス（以降，2015 年度版補完

システムの散布判断プロセス）を示す．2015 年度版補完システムの散布判断プロセ

スは，既存の散布判断プロセスに，スマート凍結防止剤散布システムと 2015 年度版

補完システムを組み合わせたものになっている． 

STEP1 は，凍結防止剤散布作業判断に必要な情報を示している．図 2.5 に示す散

布判断に必要な情報に，100m 区間毎の CAIS 路面判別データと 100m 区間毎の道路

画像が加わった．図 5.3 の点線で囲った 2015 年度版補完システムは 4.10 節で示し

た ISCOS の課題をカバーすることを目的としている．2015 年度版補完システムで

は，連絡員が CAIS 路面判別データに応じて散布不能と判断したとき，ダッシュボ

ード（助手席側）の前に設置されたスイッチ（以降，SW）を押す．SW を押した 100m

区間は散布が必要な区間となる（散布区間データ）．CAIS が記録する CAIS 路面判

別データの 100m 区間毎の項目は，日時分秒・KP・走行速度・CAIS 路面判別データ

である．これらの項目に，散布区間データが加わる． 

STEP2 では，道路管理者は凍結防止剤散布の有無の判断を行う．散布が必要で，

かつ CAIS 路面判別データおよび散布区間データに応じた散布が可能なことの報告

があったとき，道路管理者は 100m 区間毎の道路画像を連絡員が SW を押した区間

を重点的に目視で確認し，STEP1 で得られた散布判断に必要な情報を勘案し，100m

区間散布が可能かどうかを判断する．  

STEP3 の凍結防止剤散布方法の決定では，連絡員から道路管理者へ CAIS 路面判

別データおよび散布区間データに応じて散布可能なことの報告があり，道路管理者

が道路画像を目視で確認し，100m 区間散布が可能と判断したとき，100m 区間散布

を実施する．一方，道路管理者が 100m 区間散布ができないと判断したとき，また

は，連絡員から報告が無かったとき，連絡員と道路管理者のどちらかがチェックで

きなかったとき，全区間散布あるいは手動で部分散布を実施する． 
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CAIS 搭載雪氷巡回車Start 

図 5.3 2015 年度版補完システムの散布判断プロセス 

散布しない 

【CAIS】 
・100m区間毎のCAIS路面判別データ 
・100m区間毎の道路画像 

【連絡員】 
CAIS路面判別データ 

に応じて散布可能 

No

No 

散布する 
・自動散布システム

で全区間散布 

散布する 
・手動で部分散布 

散布する 
・100m区間散布 

【連絡員】 
散布が必要と判断した区間 

でSWを押す 

Yes 

Yes 

No

【道路管理者】 
・凍結防止剤を散布する 
(100m区間散布) or凍結 
防止剤を散布しないの判断 

【連絡員】 
・道路巡回報告書 

  

【道路管理者】 
・道路気象予測・気象観測 
等のデータ・CCTV映像 

散布判断に必要な情報 
・道路巡回報告書 
・道路気象予測 
・気象観測等のデータ 
・CCTV映像 
・100m区間毎の道路画像 
・100m区間毎の路面データ 
・100m区間毎の散布区間データ

【道路管理者】 
・凍結防止剤を散布する 
(凍結防止剤自動散布システムで 
全区間散布or手動で部分散布) or 
凍結防止剤を散布しないの判断 

 
【道路管理者】 

100m区間散布が可能 

Yes 

【連絡員から道路管理者へ】 
CAIS路面判別データおよ 
び散布区間データに応じた 
散布が可能なことの報告 

2015 年度版補完システム 

STEP1：凍結防止剤散布作業判断に必要な情報 

Yes 

STEP2：凍結防止剤の散布判断

No 

STEP3：凍結防止剤散布方法の決定
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5.4 2018 年度版補完システムの散布判断プロセス 

 図 5.3 のフローは，図 2.5 に比べ連絡員・道路管理者の作業が増えている．図 5.3

の 2015 年度版補完システムの散布判断プロセスでは，連絡員と道路管理者の CAIS

路面判別データのチェックが重複するときがある．連絡員は雪氷巡回車で CAIS 路

面判別データをチェックする．雪氷巡回後に，道路管理者も道路画像を使って CAIS

路面判別データをチェックする．この作業に時間と労力を要していた．このため，

道路管理者が 100m 区間散布を選択しないことが多くなった．図 5.3 のフローに示

すように，連絡員が CAIS 路面判別データに応じた散布の可否を判断できなかった

とき，全区間散布あるいは手動で部分散布となる．これらのため，100m 区間散布の

実施が少なくなった．そこで，2018 年度から 100m 区間散布の利用を拡大するため，

表 5.1 に示す 2018 年度版補完システムを開発した．図 5.4 に 2018 年度版補完シス

テムを加えたスマート凍結防止剤散布システムの凍結防止剤散布作業実施判断の

プロセス（以降，2018 年度版補完システムの散布判断プロセス）を示す． 

STEP1 では，2015 年度版補完システムの散布判断プロセスと同様に道路管理者は

CAIS 路面判別データに加え凍結防止剤散布作業に必要な情報を収集する．2018 年

度版補完システムでは連絡員に道路管理者へ 3 つの報告をすることを義務化した

（①CAIS 路面判別データに応じて散布可能かどうかの報告，②散布必要と判断し

た区間で SW を押したかどうかの報告，③CAIS 路面判別データを他の業務のため

チェックできなかった区間の報告）．また，連絡員の負担を減らすため，SW を利用

しやすくなるよう工夫した（表 5.1 A）．  

2018 年度版補完システムでは，STEP2 の凍結防止剤散布判断で，道路管理者によ

る CAIS 路面判別データの確認が容易となるよう改良した．CAIS 路面判別データお

よび散布区間データに応じた散布が可能なことの報告があったとき，道路管理者に

よる道路画像の確認作業を省略できるようにした（表 5.1 B）．連絡員から CAIS 路

面判別データを他の業務のためチェックができない区間があったとの報告があっ

たとき，その区間のみの道路画像を道路管理者は目視で確認し，100m 区間散布が可

能かどうかを判断するシステムを追加した（表 5.1 C）．CAIS 路面判別データで凍

結防止剤を散布しないと判別した区間の道路画像のみを表示する機能を追加した

（表 5.1 D）．さらに，これらの確認作業をしながら，道路管理者は，散布しない 100m

区間の画像を表示している PC からワンクリックで散布に変更できる機能を加えた

（表 5.1 E）．これらの改良から，道路管理者が 100m 区間散布を利用しやすいよう

にした． 

 STEP3 に凍結防止剤散布方法の決定を示す．道路管理者が前述の改良により 100m

区間散布を選択しやすいようになった．連絡員がチェックできなかった区間であっ

ても道路管理者が 100m 区間散布が可能と判断できるようになるなど，100m 区間散

布を選択するケースが多くなった．一方，連絡員と道路管理者の両者が CAIS 路面

判別データをチェックできなかったとき，100m 区間散布は実施しない． 
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表 5.1 2018 年度版補完システムの改良点 

記号 項目 2015 年度版補完システム 2018 年度版補完システム 

A SW の接続方法 有線の SW ワイヤレスで指輪タイプの SW 

B 
CAIS 路面判別デ

ータのチェック 
常に連絡員と道路管理者が

チェック 

基本的に連絡員のみでチェック，

連絡員が確認できなかった区間

は道路管理者もチェック 

C 
道路管理者による

道 路 画 像 の確 認

方法 

複数のソフトを使用し，全デー

タからチェックができない区間

の道路画像を抽出して確認 

1 つのソフトで，チェックができない

区間のみの道路画像を選択して

確認 

D 
道 路 画 像 の表 示

方法 
走行区間の道路画像が全て

表示 
散布しない区間の道路画像のみ

表示 

E 
道路管理者による

散布区間の変更 
変更する機能無し 

散布しない区間の道路画像をクリ

ックして散布する区間に変更可能 

 

 

CAIS 搭載雪氷巡回車Start 

図 5.4 2018 年度版補完システムの散布判断プロセス 

散布しない 

【CAIS】 
・100m区間毎のCAIS路面判別データ 
・100m区間毎の道路画像 

【連絡員】 
CAIS路面判別データ 

に応じて散布可能 

No 

No 

散布する 
・自動散布システムで
全区間散布 

散布する 
・手動で部分散布 

散布する 
・100m区間散布 

【連絡員】 
散布が必要と判断した区間 

でSWを押す 

【道路管理者】 
100m区間散布が可能 

Yes 

Yes 

No 

【道路管理者】 
・凍結防止剤を散布する 
(100m区間散布) or 凍結 
防止剤を散布しないの判断 

Yes 

【連絡員から道路管理者へ】 
 CAIS路面判別データおよび散布区間デ 
 ータに応じた散布が可能なことの報告 

【連絡員】 
・道路巡回報告書 

  

【道路管理者】 
・道路気象予測・気象観測 
等のデータ・CCTV映像 

散布判断に必要な情報 
・道路巡回報告書 
・道路気象予測 
・気象観測等のデータ 
・CCTV映像 
・100m区間毎の道路画像 
・100m区間毎の路面データ 
・100m区間毎の散布区間データ 

【連絡員】 
他の業務のため 

CAIS路面判別データを 
チェックできなかった場合 

2018 年度版補完システム

STEP1：凍結防止剤散布作業判断に必要な情報 

STEP2：凍結防止剤の散布判断 

STEP3：凍結防止剤散布方法の決定 

【道路管理者】 
・凍結防止剤散布する(凍結防止剤自 
動散布システムで全区間散布 or 手動 
で部分散布) or 凍結防止剤散布しない 
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5.5 2018 年度版補完システムによる凍結防止剤散布量の低減効果の具体例 

図 5.5 は 100m 区間毎の CAIS 路面判別データとそれに連絡員が散布すべきと判

断した 100m 区間（以降，SW を押した区間）を重ねた路面判別結果を示している．

図 5.5 は 2018 年度版補完システムの散布判断プロセスを用いており，連絡員が SW

を押した区間はあったが，100m 区間散布が行われた．図 5.5(a)は 2019 年 2 月 18 日

17 時に八雲 IC～国縫 IC および国縫 IC～長万部 IC を走行した雪氷巡回車による路

面判別結果を示す．図 5.5(b)は 2019 年 2 月 22 日 17 時における同区間の路面判別

結果を示している．雪氷巡回車は， 初に八雲 IC 出入口のノーズ（高速道路本線と

ランプとの接続端）間の状況を把握するため，八雲 IC を出発後，八雲パーキングエ

リアに向かう．228.7KP で U ターンし，国縫 IC を通過し長万部 IC に向かう．その

後，長万部 IC で U ターンし，国縫 IC を通過し八雲 IC に戻る．表 5.2 に両事例別

に 2018 年度版補完システムの散布判断プロセスを用いた散布量（以降，2018 年度

版補完システムによる散布量）（結果）を示す．また， 2015 年度版補完システムの

散布判断プロセスと仮定（図 5.3 のフローで凍結防止剤散布作業を行ったと仮定）

したときの凍結防止剤散布量（以降，2015 年度版補完システムと仮定したときの散

布量）（推定値）も示す．なお，八雲 IC～国縫 IC 区間（区間①の上りと下り）への

散布を１台目の散布車が担当し，国縫 IC～長万部 IC 区間（区間②の上りと下り）

への散布を別の散布車が担当する． 

図 5.5(a)の八雲 IC⇒国縫 IC（区間①下り）・国縫 IC⇒長万部 IC（区間②下り）・

長万部 IC⇒国縫 IC（区間②上り）では，連絡員がほぼすべての区間で CAIS 路面判

別データに応じて散布可能と判断したことがわかる．ただし，長万部 IC⇒国縫 IC

（区間②上り）における SW を押した区間 2%を除く．一方，国縫 IC⇒八雲 IC（区

間①上り）の CAIS 路面判別データは半湿と湿潤を合わせて 43%，乾燥が 33%とな

った．その中で，CAIS 路面判別データで乾燥と判別した区間で連絡員が SW を押

した区間が多数あり，その割合は 23%となった．SW を押した区間は乾燥と半湿も

しくは湿潤が交互に入り混じった区間となっており，CAIS 路面判別データと異な

る判断を連絡員が行った．雪氷巡回後，連絡員は道路管理者に SW を押した区間を

含めた CAIS 路面判別データで散布が可能なことを報告した．道路管理者は 100m

区間散布を選択した．2018 年度版補完システムによる散布量は八雲 IC～国縫 IC で

1.5t，国縫 IC～長万部 IC で 1.0t となった（表 5.2）． 

一方，図 5.3 のフローと仮定したとき，区間①上りで SW を押した区間が広範囲

となったことから八雲 IC～国縫 IC では全区間散布，区間②上りで SW を押した区

間が一部であった国縫 IC～長万部 IC では 100m 区間散布となる．2015 年度版補完

システムは，散布しない区間のみの道路画像を確認する仕組みになっていない．道

路管理者は SW が押された道路画像を走行区間の全道路画像から選択表示し，それ

らから路面状況を確認する．区間①上りは，SW を押した区間が広範囲に点在して 
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いる．このため，道路管理者は道路画像 217 枚をほぼ全て確認する必要がある．散

布作業の準備までの時間は短く，区間①上りのような SW を押した区間の状況では，

道路管理者は全区間散布を選択すると考えられる．図 5.3 のフローで凍結防止剤散

布作業を行ったと仮定したときの八雲 IC～国縫 IC における散布量（推定）は 2.1t

となる．2018 年度版補完システムにより，八雲 IC～国縫 IC は 0.6t の低減となる． 

図 5.5(b)の八雲 IC から長万部 IC の CAIS 路面判別データは，区間③の上りと下

り，区間④の上りと下りの複数区間において半湿・湿潤・乾燥が混在していた．ま

た，区間③の上りと下り，区間④の上りと下りの複数区間で連絡員が SW を押した

区間が多数あった．その割合は，八雲 IC⇒国縫 IC で 20%（区間③下り），国縫 IC

⇒八雲 IC で 36%（区間③上り），国縫 IC⇒長万部 IC で 13%（区間④下り），長万部

(a) 2019 年2 月18 日17 時巡回の事例 
 

 
 
 

 

 

 (b) 2019 年2 月22 日17 時巡回の事例 

 
 

 

図5.5 2019 年2 月18 日17 時と 2019 年2 月22 日17 時に八雲IC～国縫IC および国縫IC～ 
長万部IC の路線の路面判別結果（路面判別結果をもとに 100m 区間散布を行った事例） 

16:50
17:00
17:10
17:20
17:30
17:40
17:50
18:00
18:10

190195200205210215220225230

時
間

KP

乾燥 半湿 湿潤 シャーベット 積雪 圧雪･凍結 未判定 SWを押した区間

16:50
17:00
17:10
17:20
17:30
17:40
17:50
18:00
18:10
18:20
18:30

190195200205210215220225230

時
間

KP

乾燥 半湿 湿潤 シャーベット 積雪 圧雪･凍結 未判定 SWを押した区間

乾燥6%, 半湿46%, 湿潤45%,  
シャーベット1%, SWを押した区間2% 

乾燥33%, 半湿26%, 湿潤17%, シャーベット1%, 
SWを押した区間23% 

区間②上り 区間①上り 

 

228.7KP

乾燥28%, 半湿41%, 湿潤30%, 圧雪･凍結1% 

区間②下り

 
乾燥14%, 半湿62%, 
湿潤24% 八雲IC

区間①下り 

国縫IC

 長万部IC

乾燥31%, 半湿32%,  
SWを押した区間37% 

乾燥48%, 半湿15%, 湿潤1%, SWを押した区間36% 
区間④上り 区間③上り 

228.7KP 

 乾燥18%, 半湿49%, 湿潤12%, シャーベット1%, 
SWを押した区間20% 

区間④下り 

 
八雲IC

区間③下り 
長万部IC 

国縫IC
乾燥6%, 半湿49%, 湿潤 
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IC⇒国縫 IC で 37%（区間④上り）であった．雪氷巡回後，連絡員から道路管理者に

SW を押した区間を含め CAIS 路面判別データで散布可能なことが報告された．道

路管理者は 100m 区間散布を選択した．八雲 IC～国縫 IC における散布量は 1.4t，国

縫 IC～長万部 IC は 0.9t となった（表 5.2）．一方，図 5.3 のフローと仮定したとき

区間①と区間②とも全区間散布となる．道路管理者が全ての区間の画像を確認する

時間はなく，道路管理者は全区間散布を選択する．八雲 IC～国縫 IC における全区

間散布による散布量（推定）は 2.1t，国縫 IC～長万部 IC における全区間散布によ

る散布量（推定）は 1.1t となる．2018 年度版補完システムにより，八雲 IC～国縫

IC は 0.7t，国縫 IC～長万部 IC は 0.2t の低減となる． 

 

表 5.2 2018 年度版補完システムによる散布量（結果）と 2015 年度版補完システム 
と仮定したときの散布量（推定値）とそれらの差（低減量） 

年
月
日 

区間 路線 路面判別結果の構成率 

A: 2018年度

版補完システ

ムによる散布

量（結果）（t） 

B： 2015年度版

補完システムと仮

定したときの散布

量（推定値）（t） 

低減量

（t） 
（B－A） 

２
０
１
９
年
２
月
１
８
日 

区間① 

下り 

①八雲IC⇒ 
国縫IC 

乾燥 28%, 半湿 41%, 湿潤

30%, 圧雪･凍結1% 
1.5 2.1 0.6 

区間① 

上り 

①国縫IC⇒ 
八雲IC 

乾燥 33%, 半湿 26%, 湿潤

18%, シャーベット1%, SWを

押した区間23% 

区間② 

下り 

②国縫IC⇒ 
長万部IC 

乾燥 14%, 半湿 62%, 湿潤
24%,  

1.0 1.0 0 
区間② 

上り 

②長万部IC 
⇒国縫IC 

乾燥 6%, 半湿 46%, 湿潤

45%, シャーベット1%, SWを

押した区間2% 

２
０
１
９
年
２
月
２
２
日 

区間③ 

下り 

③八雲IC⇒ 
国縫IC 

乾燥 18%, 半湿 49%, 湿潤

12%, シャーベット1%, SWを

押した区間20% 1.4 2.1 0.7 
区間③ 

上り 

③国縫IC⇒ 
八雲IC 

乾燥 48%, 半湿 15%, 湿潤

1%, SWを押した区間36% 

区間④ 

下り 

④国縫IC⇒ 
長万部IC 

乾燥 6%, 半湿 49%, 湿潤

32%, SWを押した区間13% 
0.9 1.1 0.2 

区間④ 

上り 

④長万部IC 
⇒国縫IC 

乾燥31%, 半湿32%, SW を

押した区間37% 

 

5.6 2017 年度と 2018 年度の凍結防止剤の低減量の比較 

凍結防止剤の散布区間と事務所を同じとし，2017 年度と 2018 年度の凍結防止剤

の低減量を比較した．2017 年度は，2015 年度版補正システムを用いている．検証対

象とした区間は，札樽自動車道（小樽 IC～札幌ジャンクション（以降，JCT）），道

央自動車道（豊浦 IC～士別剣淵 IC），道東自動車道（千歳恵庭 JCT～むかわ穂別 IC），

深川留萌自動車道（深川 JCT～深川西 IC），日高自動車道（苫小牧東 IC～沼ノ端西
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IC）である．また，地域指令台は 6 箇所（札幌管理事務所，岩見沢管理事務所，旭

川管理事務所，苫小牧管理事務所，室蘭管理事務所，帯広管理事務所）である． 

表 5.3 に 2017 年度と 2018 年度においてスマート凍結防止剤散布システムが適用

されたときの凍結防止剤の低減量の比較を示す．2017 年度におけるスマート凍結防

止剤散布システムの運用期間中（2017 年 10 月 16 日～2018 年 4 月 9 日），それによ

る 100m 区間散布の散布回数は 101 回であった．また，既存の散布判断プロセス（図

2.5）と比べたときの凍結防止剤の低減量は 61.6t であった．このうち，連絡員が CAIS

路面判別データに応じて散布可能と判断したケースの低減量は 54.8t であった．ま

た， CAIS 路面判別データに SW を押した散布区間を含めたときの低減量は 6.8t で

あった．一方，2018 年度におけるスマート凍結防止剤散布システムの運用期間中

（2018 年 10 月 30 日～2019 年 4 月 27 日），それによる 100m 区間散布の散布回数は

372 回であった．また，既存の散布判断プロセス（図 2.5）と比べたときの低減量は

184.3t であった．このうち，連絡員が CAIS 路面判別データに応じて散布可能と判

断したケースの低減量は 106.3t であった．また， CAIS 路面判別データに SW を押

した散布区間を含めたときの低減量は 78.0t であった． 

2017 年度と 2018 年度を比べると，2018 年度において凍結防止剤の散布回数は

271 回増え，凍結防止剤の低減量は 122.7t 増加した．2018 年度において，CAIS 路

面判別データに SW を押した散布区間を含めたときの凍結防止剤の低減量が 10 倍

強となった．これは，2018 年度版補完システムで，連絡員と道路管理者のどちらか

が CAIS 路面判別データを確認すればよくなったこと，および道路管理者の道路画

像確認作業が容易となったことがプラスとなり，CAIS 路面判別データを用いた

100m 区間散布の選択が容易となったためと考えられる． 

 

表 5.3 2017 年度（2015 年度版補完システム）と 2018 年度（2018 年度版補完シ 
ステム）の 100m 区間散布による凍結防止剤低減量 

年度 2017 年度 2018 年度 
2017 年度と 

2018 年度の比較 

100m 区間散布の回数(回) 101    372    +271     

100m 区間散布による凍結防止剤の低減量(t) （A＋B） 61.6    184.3    +122.7     

A：CAIS 路面判別データに応じて散布可能と判断し

たケース(t) 
54.8    106.3    +51.5     

B：SW を押した散布区間を含め CAIS 路面判別デ

ータに応じて散布可能と判断したケース(t) 
6.8    78.0    +71.2     
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5.7 スマート凍結防止剤散布システムの路線拡大 

スマート凍結防止剤散布システムの導入は，NEXCO 東日本北海道支社が管理す

る高速道路で交通量や凍結防止剤散布量が多い基地から展開を図った．図 5.6（a）

に示すように 2015 年度は道央圏を中心に導入を行い，2016 年度は札幌，岩見沢，

旭川管理事務所の全基地に導入した．2017 年度は，苫小牧，室蘭の一部，帯広の一

部に導入した．2018 年度は残りの基地へ導入し，全基地への展開となり（当時），

凍結防止剤を散布する関係車両全てにスマート凍結防止剤散布システムを導入し

た．CAIS を搭載した雪氷巡回車は 20 台（図 5.6（b）），自動凍結防止剤散布システ

ムを搭載した凍結防止剤散布車は 44 台（図 5.6（c）），DD ホッパーを導入した基地

は 26 基地（図 5.6（d）），補完システムを導入した地域指令台は 6 箇所（図 5.6（d））

である．なお，後志自動車道（余市 IC～小樽 JCT）が 2018 年 12 月 8 日に開通され

た．本区間は，本論文の対象外である． 

 

 
（ａ）スマート凍結防止剤散布システムの導入基地 
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（b）CAIS の導入基地および雪氷巡回区間 

 

 
（c）凍結防止剤自動散布システムの導入基地および凍結防止剤散布区間 
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（d）DD ホッパーの導入基地 

 

 
（e）補完システムの導入事務所 

図 5.6 スマート凍結防止剤散布システムの導入箇所 

 

  

小
樽
塩
谷

小
樽

朝
里

銭
函

手
稲

札
幌
西

新
川

札
幌
北
第
二

札
幌
北
第
一

伏
古

雁
来

札
幌

江
別
西

江
別
東

士
別
剣
淵

和
寒

旭
川
北

旭
川
鷹
栖

深川西
深
川

滝川

奈井江
砂川

比布ＪＣＴ

美
唄三

笠
岩見沢北郷

大谷地

札幌南

北広島

恵庭

苫小牧東 沼ノ端西

千
歳
東

追
分
町

夕
張

苫小牧西白
老

登
別
東

登
別
室
蘭

室
蘭

伊
達

虻田洞爺湖

豊
浦

長万部

国縫

八雲

本
別

足
寄

落部

森

黒松内

む
か
わ
穂
別

大沼公園

室蘭基地

岩
見
沢
基
地

美
唄
基
地

千歳基地千歳基地

江
別
西
基
地

岩
見
沢
基
地

美
唄
基
地 滝

川
基
地

深
川
基
地

和
寒
基
地

旭
川
鷹
栖
基
地

追
分
基
地

夕
張
基
地

2014年度導入 2015年度導入 2016年度導入

朝里基地

登別東基地

新千歳空港
千歳

苫小牧東基地

苫
小
牧
西
基
地

帯広
ＪＣＴ

ト
マ
ム

十
勝
清
水

芽
室

音
更
帯
広

池
田

占
冠

2018年度導入

池
田
基
地

音
更
帯
広
基
地

豊
浦
基
地

長
万
部
基
地

八
雲
基
地

森基地

占
冠
基
地

ト
マ
ム
基
地

十
勝
清
水
基
地

余
市

小
樽
塩
谷
基
地

北広島基地

虻
田
洞
爺
湖
基
地

札
幌
基
地

小
樽
塩
谷

小
樽

朝
里

銭
函

手
稲

札
幌
西

新
川

江
別
西

江
別
東

士
別
剣
淵

和
寒

旭
川
北

旭
川
鷹
栖

深川西
深
川

滝川

奈井江
砂川

比布ＪＣＴ

美
唄三

笠
岩見沢北郷

大谷地

札幌南

北広島

恵庭

苫小牧東 沼ノ端西

千
歳
東

追
分
町

夕
張

苫小牧西白
老

登
別
東

登
別
室
蘭

室
蘭

伊
達

虻田洞爺湖

豊
浦

長万部

国縫

八雲

本
別

足
寄

落部

森

黒松内

む
か
わ
穂
別

大沼公園

岩
見
沢
基
地

美
唄
基
地

千歳基地千歳基地

江
別
西
基
地

岩
見
沢
基
地

美
唄
基
地 滝

川
基
地

深
川
基
地

和
寒
基
地

旭
川
鷹
栖
基
地

追
分
基
地

夕
張
基
地

朝里基地

登別東基地

新千歳空港
千歳

苫小牧東基地

苫
小
牧
西
基
地

帯広
ＪＣＴ

ト
マ
ム

十
勝
清
水

芽
室

音
更
帯
広

池
田

占
冠

池
田
基
地

音
更
帯
広
基
地

豊
浦
基
地

長
万
部
基
地

八
雲
基
地

森基地

占
冠
基
地

ト
マ
ム
基
地

十
勝
清
水
基
地

余
市

小
樽
塩
谷
基
地

2017年度導入

2015年度導入 2016年度導入

2018年度導入 2019年度導入

室蘭基地

虻
田
洞
爺
湖
基
地

札
幌
北
第
二

札
幌
北
第
一

伏
古

雁
来

北広島基地

札
幌



100 
 

5.8 スマート凍結防止剤散布システムの導入状況と凍結防止剤の低減量 

スマート凍結防止剤散布システムの導入は，NEXCO 東日本北海道支社が管理す

る高速道路で交通量や凍結防止剤散布量が多い基地から展開を図った．表 5.4 の上

段にスマート凍結防止剤散布システムの導入状況を示す．スマート凍結防止剤散布

システムの導入は，年々増加し，2018 年度に NEXCO 東日本北海道支社が管理する

高速道路で全基地・全車両に搭載した．2015 年度は道央圏を中心に導入を行い，2016

年度は札幌，岩見沢，旭川管理事務所の全基地に導入した．2017 年度は，苫小牧，

室蘭の一部，帯広の一部に導入した．2018 年度は，室蘭，帯広の残りを加え，全基

地と地域指令台（6 箇所）に導入した．CAIS を搭載した雪氷巡回車は 20 台，DD ホ

ッパーを導入した基地は 26 基地，凍結防止剤自動散布システムを搭載した散布車

は 44 台となった．2017 年度までは 2015 年度版補完システムが利用され，2018 年

度からは 2018 年度版補完システムが利用された． 

表 5.4 の中段にスマート凍結防止剤散布システムによる年度別の凍結防止剤散布

量および推定した低減量の比較を示す．低減量の検証期間は，2015 年度は 2015 年

11 月 27 日～2016 年 3 月 25 日，2016 年度は 2016 年 12 月 6 日～2017 年 4 月 13 日，

2017 年度は 2017 年 10 月 16 日～2018 年 4 月 9 日，2018 年度は 2018 年 10 月 30 日

～2019 年 4 月 27 日である．スマート凍結防止剤散布システムを使用したときの散

布量と既存の凍結防止剤散布方法を使用したと仮定したときの推定散布量との差

から，凍結防止剤の低減量を求めた．低減量を明らかにするため，予めスマート凍

結防止剤散布システムの使用時であっても，既存の方法による凍結防止剤散布判断

を連絡員に依頼した．連絡員の判断を記載した報告書をベースに，既存の凍結防止

剤散布方法による散布量を推定した．一方，スマート凍結防止剤散布システムは，

既存の凍結防止剤散布方法と併用して運用された．ただし，既存の凍結防止剤散布

方法であっても，図 4.3 の DD ホッパーは利用された．表 5.4 の中段に示すように，

凍結防止剤の低減量はスマート凍結防止剤散布システムの導入の拡大に伴って

2015 年度の 685.0t から 2018 年度の 1858.2t まで増えた． 

表 5.4 の下段に 100m 区間散布した凍結防止剤の散布回数と低減量を示す．なお，

各年度で運用数が異なるため割合も示した．2015 年度は，記録が残っていないため

対象外とした．2016 年度は，100m 区間散布した凍結防止剤の散布回数割合は 2.0%

であり，低減割合は 13.8%であった．2017年度は，100m区間の散布回数割合が 1.1%，

低減割合が 4.6%となり，2016 年度より低下した．これは，100m 区間散布を選択す

るには，道路管理者による道路画像の確認作業の負担が大きくなっていたためと考

えられる．一方，2018 年度は，100m 区間の散布回数割合が 6.6%，低減割合が 17.5%

と上昇した．2018 年度版補完システムから，連絡員と道路管理者が情報を共有し，

重複していた路面監視を解消し効率的な凍結防止剤散布作業実施判断の意思決定

を行うことが可能になったためと考えられる． 
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表 5.4 スマート凍結防止剤散布システムの導入状況と凍結防止剤の低減量 

年度 2015 2016 2017 2018 

補完システムの種類 2015年版 2015年版 2015年版 2018年版 

管理延長(km) 144.3   295.2   434.2   696.3   

雪氷基地数(基地) 6   11   17   26   

雪氷巡回車数(台) 5   9   13   20   

凍結防止剤散布車数(台) 11   21   29   44   

補完システムを導入した地域指令台(箇所) 2   3   6   6   
          
A：スマート凍結防止剤散布システムによる 

凍結防止剤の総散布回数(回) 
3830   7397   9192   10291   

B：スマート凍結防止剤散布システムの 
凍結防止剤散布量（結果） (t) 

9818.6   19126.6   23397.8   24531.8   

C：既存の凍結防止剤散布量（推定値） (t) 10503.6   20251.5   24734.5   26390.0   

D：凍結防止剤の低減量(t) （C－B） 685.0   1124.9   1336.7   1858.2   

E：凍結防止剤の低減割合(%) （D／B×100） 7.0   5.9   5.7   7.6   
          
F：100m区間散布した凍結防止剤の散布回数(回) －   147   101   679   

G：100m 区間散布した凍結防止剤の散布回数割合

(%) （F／A×100） 
－   2.0   1.1   6.6   

H：100m区間散布による凍結防止剤の低減量(t) －   155.0   61.6   324.7   

I：100m区間散布による凍結防止剤の低減割合(%) 
（H／D×100） 

－   13.8   4.6   17.5   

 

 

5.9 2018 年度における管理事務所別の凍結防止剤の低減量 

表 5.5 に 2018 年度における管理事務所別の凍結防止剤の低減量を示す．スマー

ト凍結防止剤散布システムの運用期間中（2018 年 10 月 30 日～2019 年 4 月 27 日），

それによる散布量は 24531.8t であった．札幌が 6472.8t，岩見沢が 3384.0t，旭川が

4998.2t，苫小牧が 2575.5t，室蘭が 4333.7t，帯広が 2767.6t である．また，低減量は

1858.2t であった．札幌が 315.7t，岩見沢が 164.5t，旭川が 355.3t，苫小牧が 196.0t，

室蘭が 659.8t，帯広が 166.9t である．このうち，凍結防止剤自動散布システムを使

用したときの低減量は 907.4t であった．札幌が 80.2t，岩見沢が 83.1t，旭川が 218.1t，

苫小牧が 106.2t，室蘭が 355.5t，帯広が 64.3t である． 

事務所別に比べると，散布量は，札幌が も多く，次に旭川，室蘭の順となって

いる．しかし，低減量は室蘭が も多く，札幌の倍程度となった．また，凍結防止

剤自動散布システムを使用したときの低減量が特に多い．これは，室蘭は管内で平

均気温が高い地域であるため，乾燥の路面出現率が高く，100ｍ区間散布が実施可能

な条件の頻度が高くなったためと考えられる． 
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表 5.5 2018 年度における管理事務所別の凍結防止剤の低減量 

管理事務所 札幌 岩見沢 旭川 苫小牧 室蘭 帯広 合計 

散布量(t) 6472.8 3384.0 4998.2 2575.5 4333.7 2767.6 24531.8 

低減量(t) 315.7 164.5 355.3 196.0 659.8 166.9 1858.2 

 

DD ﾎｯﾊﾟｰのみ(t) 235.5 81.4 137.2 89.8 304.3 102.6 950.8 

自動散布低減量(t) 80.2 83.1 218.1 106.2 355.5 64.3 907.4 

低減割合(%) 4.9 4.9 7.1 7.6 15.2 6.0 7.6 

 

 

5.10 北海道の高速道路における事故件数と平均速度の変化について 

2015 年度からのスマート凍結防止剤自動散布システム導入により，表 5.4 に示す

ように凍結防止剤散布量は低減された．一方，凍結防止剤が過剰に低減されると，

安全性と快適性が損なわれるかもしれない．そこで，スマート凍結防止剤自動散布

システムが導入された 2015 年度から 2018 年度までの冬期の北海道の高速自動車国

道における物損事故件数と NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速道路全区間に

おける車両平均速度の推移を求めた．対象とした冬期間は，各年度とも 11 月 1 日

から翌年 3 月 31 日までとした． 

冬期の物損事故の発生および走行速度の低下は，冬期の気象状況の厳しさに影響

を受ける．そのため，北海道の冬期の状況を調査した．表 5.6 に 2015 年度から 2018

年度までの冬期における北海道 7 地点（アメダス：旭川，網走，札幌，帯広，根室，

寿都，函館）の気象データを示す．2017 年度の 深積雪と降雪量が突出して多く，

逆に 2018 年度はこの 4 年間で雪の少ない冬であったことがわかる．また，気温傾

向から，2016 年度と 2017 年度の冬期がこの 4 年間で気温が低い冬であったことが

わかる． 

 

表 5.6 年度別の北海道 7 地点の気象データ（北海道 7 地点（旭川，網走，札幌， 
帯広，根室，寿都，函館）のアメダス観測所の観測データの平均値） 

 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 平年値 

平均気温 (℃) -0.5    -1.6    -1.2    -0.5    -1.3    

最高気温 (℃) 3    1.8    2.3    2.9    2.2    

最低気温 (℃) -4.2    -5.3    -5.1    -4.3    -5.2    

最深積雪 (cm) 67.4    61.4    81.9    55.6    47.1    

降雪量合計 (cm) 310    333.7    381.7    286.4    416.7    
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表 5.7 に 2015 年度から 2018 年度までの北海道の高速自動車国道における事故件

数を示す．物損事故件数は，冬期および夏期（4 月から 10 月）ともに年々増加傾向

にある．冬期の物損事故件数の 4 年間の平均は，夏期に比べて約 1.7 倍多くなった．

一方，人身事故件数は，冬期および夏期ともに年度によりばらつきがある．冬期の

人身事故件数の 4 年間の平均は，夏期に比べて約 1.4 倍多くなった．2018 年度の冬

期の物損事故件数および人身事故件数は 4 年間のほぼ平均値であった．2018 年度の

冬期は，雪は少ないが気温は他の年度とほぼ同じであった．2018 年度の冬期は，他

の 3 年度と比べてスマート凍結防止剤散布システムを導入した管理延長が も長く，

凍結防止剤の低減量も 多となっている（表 5.4）． 

 

 

表 5.7 年度別の北海道の高速自動車国道における事故件数 

年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 4 年間の平均 

物損事故(件) : 冬期 1519    1619    1795    1723    1664    

物損事故(件) : 夏期 871    1007    984    1070     983    

物損事故 : 冬期/夏期 1.74    1.61    1.82    1.61    1.69    

人身事故(件) : 冬期 40    49    43    46    45    

人身事故(件) : 夏期 30    41    27    34    33    

人身事故 : 冬期/夏期 1.33    1.20    1.59    1.35    1.36    

 

齊田ら 4)は，走行速度は，路面すべり抵抗値の減少（路面状態悪化）に伴い低下

する傾向があり，通過に要する時間のばらつきが大きくなることを指摘している．

表 5.8 に 2015 年度から 2018 年度までの NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速

道路全区間における冬期の車両の平均速度とその標準偏差を示す．平均速度は，

NEXCO 東日本北海道支社管内の主に IC と IC の中間付近 67 箇所に設置してあるト

ラフィックカウンターのデータから求めた．2018 年度の冬期の平均速度は 85.5km/h

であり，2016 年度の冬期および 2017 年度の冬期と同程度である．この 4 年間の標

準偏差は 10km/h 前後であり，2018 年度の冬期はほぼその分布の中央付近の値とな

った． 

 

表 5.8 年度別の NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速道路全区間における 
冬期の車両の平均速度とその標準偏差 

年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 4 年間の平均 

平均速度(km/h) 87.0    85.4    85.1    85.5    85.8    

平均速度の標準偏差 9.4    10.1    11.2    10.1    10.2    
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5.11 スマート凍結防止剤散布システムによる凍結防止剤散布量の低減効果 

図 5.7 に NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速道路の凍結防止剤散布量と累計

降雪量の関係を示す．この図は，緑色の棒グラフが各年度の凍結防止剤散布量を示

しており，オレンジ色の折れ線が累計降雪量を示している．累計降雪量の値は，加

重平均することで求めた．自動積雪深計は，高速道路本線近傍の各 IC に設置されて

いる．各 IC の降雪量：𝑠𝑛𝑜𝑤  , 𝑠𝑛𝑜𝑤  , 𝑠𝑛𝑜𝑤  , … , 𝑠𝑛𝑜𝑤 に対する降雪量の占め

る道路延長：𝛬   , 𝛬  , 𝛬  , … , 𝛬 とするとき，降雪量の加重平均𝑠𝑛𝑜𝑤は，式（3）

で求めることができる． 

𝑠𝑛𝑜𝑤
∑ 𝑠𝑛𝑜𝑤 𝛬

∑ 𝛬
 

図 5.7 から，累計降雪量が増えると凍結防止剤散布量が増える傾向にある．そこ

で，単位累計降雪量当たりの凍結防止剤散布量を求めた．2009 年度は，累計降雪量

が 454 ㎝，凍結防止剤散布量が 23855.2t である．単位累計降雪量当たりの凍結防止

剤散布量の値は，52.5t/cm である．この 2009 年度の値を基準して各年度の増減を算

出した．図 5.8 に単位累計降雪量当たりの凍結防止剤散布量の各年度の増減を示す．

この図から，2016 年度までは凍結防止剤散布量が増加傾向にあることが確認できる．

しかし，スマート凍結防止剤散布システムの導入が増えた 2017 年度，さらに 2018

年度には，減少させることができている．2017 年度から減少させることができたの

は，5.9 節に示すように，管内で低減量が も多い室蘭や苫小牧の地域が運用区間

に加わったためと考えられる． 

 

 

図 5.7 NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速道路の凍結防止剤散布量と累計

降雪量の関係 
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図 5.8 単位累計降雪量当たりの凍結防止剤散布量の各年度の増減 

 

 

第 5 章参考文献 

1. Ohiro, T., Takakura, K., Sakuraba, T., Hanatsuka, Y. and Hagiwara, T.：Development of 

advanced anti-icing spray system using automated road surface condition judgement 

system, Transportation research record, TRB 98th Annual meeting paper, 19-04400, 1-15, 

2019. 

2. Ohiro, T., Hagiwara, T., Takakura, K., Nakamura, H. and Hanatsuka, Y.：A smart salting 

system that incorporates road managers’ judgements into an automated process towards 

safe, Efficient winter road maintenance and management, Transportation research record, 

TRB 99th Annual meeting paper, 20-03354, 1-15, 2020. 

3. 大廣智則, 萩原亨, 花塚泰史, 高倉清, 中村広美：安全で効率的な冬期道路管理を

実現するための道路管理者と協調したスマート凍結防止剤散布システムの開発, 

日本雪氷学会誌「雪氷」, 82, 6, 2020. (印刷中). 

4. 齊田光, 佐藤信吾, 大浦正樹：冬期路面および堆雪状態の変化が車両走行速度お

よび時間信頼性に及ぼす影響の評価 . 北海道開発技術研究発表会 , 62, 管－13, 

2018. 

 

  

0.6

1

1.4

1.8

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

(t/cm) 

スマート凍結防止剤散布システム

既存の凍結防止剤散布



106 
 

 

 

 

第６章 結論 

  



107 
 

6.1 本研究の成果 

スマート凍結防止剤散布システムは凍結防止剤散布量を低減できるが，自動化に

よる課題があり，凍結防止剤の散布判断を安全とするため，自動化を補完するため

の手動システムが必要と言えた．そこで，凍結防止剤の散布方法を自動化する一方，

手動システムである 2015 年度版補完システムを開発し，システム制御に組入れた．

このように，冬期道路交通の安全性・快適性が損なわれない冬期路面管理となるよ

うなシステムとし，スマート凍結防止剤散布システムを開発し実用化してきた．ま

た，スマート凍結防止剤散布システムで散布量を低減させるには，100m 区間散布す

ることが重要である．しかし，100m 区間散布を採用するには，道路の安全運用に責

任を持つ道路管理者の同意が必要となる．CAIS を用いた 100m 区間毎の散布判断は

完全ではない．そこで，凍結防止剤を運用する様々な現場の担当者の意見をシステ

ム制御に組入れることとし，安全かつ安心を確保しつつ散布量を低減することに貢

献する 2018 年度版補完システムを開発した．2018 年度版補完システムは，CAIS 路

面判別データのミス等を手動で修正することで安全かつ安心な路面管理を実現す

る一方，連絡員と道路管理者が情報を共有し，重複していた路面監視を解消するこ

とで効率的な凍結防止剤散布作業実施判断の意思決定を行う．2018 年度版補完シス

テムの改良点を詳細に示し，2015 年度版補完システムから変わったことによる

100m 区間散布した凍結防止剤の低減量を比較した．さらに，スマート凍結防止剤散

布システムを利用したことによる影響の有無を知るため，北海道の高速道路の冬期

の事故件数および走行速度の年変動を示した． 

本研究では，2015 年度から 2018 年度，NEXCO 東日本北海道支社が管理する高速

道路においてスマート凍結防止剤散布システムを運用した．スマート凍結防止剤散

布システムの導入は，年々増加し，2018 年度に NEXCO 東日本北海道支社が管理す

る高速道路の全ての基地・全ての車両に搭載された．スマート凍結防止剤散布シス

テムを実際に使用したときの散布量と既存の凍結防止剤散布方法を使用したと仮

定したときの推定散布量との差から，スマート凍結防止剤散布システムの運用によ

り凍結防止剤散布量が低減されたことを定量的に明らかにした．また，2018 年度版

補完システムは，CAIS 路面判別データの課題等を現場の連絡員が手動で修正し道

路管理者へ報告するプロセスを追加した．また，道路管理者の路面監視の負担を連

絡員と道路管理者が情報を容易に共有できる仕組みを追加することで軽減した．こ

れらの仕組みを追加したことから，道路管理者が 100m 区間散布を採用する回数が

増えた．2017 年度において 100m 区間散布の回数は 2016 年度に比べ減少していた

が，2018 年度において 100m 区間散布が 271 回増え，凍結防止剤散布量はそれに伴

い 122.7t 減った．さらに，スマート凍結防止剤散布システムによる凍結防止剤の全

低減量を検証した．2015 年度から 2017 年度までは 2015 年度版補完システムを用

い，2018 年度は 2018 年度版補完システムを用いた．凍結防止剤の低減量はスマー
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ト凍結防止剤散布システムの導入の拡大に伴って 2015 年度の 685.0t から 2018 年度

の 1858.2t まで増えた．一方，冬期の事故件数および走行速度の年変動から凍結防

止剤が過剰に低減されたときに懸念される安全性や快適性の低下が，スマート凍結

防止剤散布システムが運用された 2015 年度冬期から 2018 年度冬期において見られ

なかった．つまり，スマート凍結防止剤散布システムの運用により，冬期間におけ

る高速道路の安全性や快適性の低下はなく，冬期路面管理によるサービスレベルは

保たれていた．また，スマート凍結防止剤散布システムの導入により，増加傾向に

あった凍結防止剤散布量を減少させることができたことを明らかにした． 

スマート凍結防止剤散布システムのメリットを活かしつつ NEXCO 東日本が管理

する高速道路の北海道全体にそれを普及させることができた理由として，補完シス

テムの存在を挙げることができる．もし，補完システムがなければ，CAIS 路面判別

データがミスとなったときなど道路管理で 重要な安全性が軽視されることにな

り，現場でのシステム利用は進まなかったと考えられる．本研究は凍結防止剤の低

減に寄与するシステムを開発し実用化したことが主な成果であるが，自動化等の先

進システムの実用化には自動化システムだけでは現場で受け入れ難く，自動化シス

テムのエラーを人がカバーする手動システムと組み合わせることが重要であるこ

とを実際のシステムで示したことも本研究の成果と言える． 

 

6.2 今後の課題 

今後，スマート凍結防止剤散布システムを使用し，100m 区間散布の実施が増えれ

ば凍結防止剤の更なる低減が可能となる．そのためには，CAIS の課題を解消するシ

ステム開発が必要である．具体的には，CAIS と画像処理による面的路面状態判別シ

ステムの開発である．走行軌跡のみの CAIS の路面判別を画像処理による路面判別

がカバーし，接触しなければ判らない凍結路面の判別などを CAIS が担当する．こ

のような改良により，連絡員あるいは道路管理者による路面状態の再判定などの関

与（補完システムへの依存）を軽減し，100m 区間散布の実施を可能とする場面を増

やすことが必要となる．また，路面予測システムを確立し，路面状態の変化を先読

みして事前散布にもスマート凍結防止剤散布システムを活用し，さらなる凍結防止

剤散布量の低減を図っていきたい． 
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